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（議案補充説明）

1 議案第 41号 三重県環境影響評価条例の一部を改正する条例案

について

1 改正の趣旨

環境影響評価法の一部改正および近年の開発事業の内容に鑑み、規定を整備

するものです。

2 審議等の経緯

( 1 ）三重県環境審議会での審議

平成 27年7月23日に三重県環境審議会に諮問を行い、環境影響評価部会に

おける詳細な審議をふまえて、平成 28年1月28日に同審議会から答申を受け

ました。

( 2）パブリックコメントの実施

①実施期間 平成27年 10月23日（金）～11月24日（火） (33日間）

②寄せられた意見数 12件（5名）

＠主な意見、反映状況等（盟盤l参照）

3 概要

審議等をふまえた主な改正概要は且並豆、改正のあり方等については盟遅童

盤工、条例案の新旧対照表については旦盗宣盟主に整理しています。

4 施行日

平成28年4月1日（一部平成28年9月1日）から施行。

5 その他

今回の条例改正の趣旨や改正事項等の周知を図るため、事業者や市町等を対

象とする説明会を開催するほか、ホームページへの掲載やパンフレットの作成

などを行ってまいります。



JliJ紙1

「三重県環境影響評価条例の一部改正のあり方（中間案）」に係る意見募集の結果概要

1 意見募集期間

平成27年 10月23日（金）から平成27年 11月24日（火）までの 33日間

2 意見の内容

( 1 ）意見総数

5名の方から 12件のご意見をいただきまじた。

その内容について、次のとおり整理・分類しました。

( 2）意見の提出方法と受付数

｜ 郵送 ｜ ファクシミリ ｜ 
0名I o名｜

電子日記 合計

名ロ
u

( 3）項目別意見数

項 目 意見数

平成23年法改正に対応するための改正 2 

平成25年法改正に対応するための改正 1 

準対象事業における簡易アセスメントの導入 3 

三重県公害事前審査制度の簡易アセスメントへの統合 4 

その他 2 

i口》、 計 1 2 

( 4）主な意見と対応方針

メガソーラー事業に伴う山林開発等による自然環境、住環境への影響を抑制する

ため、従来の環境アセスメントの規模要件未満の面的開発事業において、簡易アセ

スメント手続を導入することについては全て賛成意見でしたが、工場又は事業場の

新設又は増設に係る公害事前審査制度を廃止し、簡易アセスメント手続に統合する

案については、慎重な対応を求める意見が多く寄せられました。

こうした意見を踏まえ、簡易アセスメント手続の導入は面的開発事業に限り、公

害事前審査制度を簡易アセスメント手続に統合する案については、制度の統廃合に

よる影響を慎重に見極めるため、今後の検討課題とします。



別紙2

三重県環境影響評価条例の一部改正の概要

1 三重県環境影響評価条例改正の経緯
平成23年と平成25年に環境影響評価法（以下「法」という。）が改正されたこと、

三重県環境影響評価条例（以下「木県条例」という。）の制定から 16年以上が経過して

いることを踏まえ、本県条例の一部改正を行います。

平成27年7月23日、以下の改正事項について三重県環境審議会（会長・駒田美宏・

三重大学学長）に諮問し、平成28年1月28日付三重県環境審議会の答申を得ました。

2 平成23年法改正を踏まえた改正（平成28年4月1日施行予定）

法改正により導入された①方法書要約書の作成、②方法書説明会の開催、③環境影響

評価図書等のインターネットの利用による公表の各手続を本県条例に基づく環境影響評

価手続にも導入します。（「三重県環境影響評価条例の手続に関する指導要綱」（平成25 

年）により事実上導入済みです。）

3 平成25年法改正を踏まえた改正（平成28年4月1日施行予定）

福島第一原子力発電所の事故を受け、放射性物質に関する適用除外規定を削除する法

改正が行われたことを踏まえ、本県条例においても同様の適用除外規定を削除し、放射

性物質による環境影響も環境影響評価手続における評価項目とします。

（原発事故由来の放射性物質に限らず、その他の事業由来、自然由来の物質も対象とな

ります。）

4 準対象事業における簡易アセスメント手続の導入（平成28年9月1日施行予定）

近年メガソーラー事業のため県内各地の森林等において大規模な開発計画が進められ

ていることを踏まえ、現在の本県条例に基づく環境影響評価手続の規模要件未満の造成

事業についても一定の環境配慮がなされるように、従来の規模要件の 1/2以上の規模

の事業を「準対象事業」とし、文献調査などの簡易な調査方法による環境影響評価（簡

易アセスメント）手続を導入します。

（本県条例ではメガソーラー事業自体は環境影響評価手続の対象事業ではありませんが、

2 Oha以上の造成事業を行う場合には環境影響評価手続が必要になります。）

5 その他の改正事項（平成28年4月1日施行予定）

その他、①本県条例制定当時の対象事業に係る経過措置の廃止、②平成23年法改正

により法に基づく環境影響評価手続に導入された計画段階環境配慮書について知事が意

見を述べる場合に、知事が三重県環境影響評価委員会の意見を聴くものとする根拠規定

の明確化、③平成23年3月の港湾法改正により港湾の種類について新たに国際戦略港

湾及び国際拠点港湾が創設されたことに伴う文言修正を行います。



別添資料1

「三重県環境影響評価条例の一部改正のあり方」について

1 三重県環境影響評価条例改正の背景

環境影響評価制度（以下「環境アセスメント」という。）とは、道路やダムの建設、

工場の新設・増設、また大規模な土地造成などの開発事業の実施が、環境にどのよ

うな影響を及ぼすのかについて、事業者自らが調査、予測、評価を行い、その結果

を公表して住民、市町長、知事などから意見を聴き、それらをふまえて環境の保全

について十分な配慮を行い、事業に反映させるための制度です。

環境アセスメントについては、「環境影響評価法（平成9年法律第 81号）」（以下

「法」という。）がその手続を規定していますが、「三重県環境影響評価条例（平成

10年三重県条例第49号）」（以下「条例」という。）では、法の対象事業以外の事業

種及び事業規模の事業を対象として、法に準じた手続を規定しています。

法においては、平成 23年に、方法書（※1）要約書の作成義務や方法書説明会の開

催義務など、事業者に新たな手続を課す改正が行われました。

また、環境基本法（平成5年法律第 91号）において放射性物質による環境汚染防

止のための措置を適用除外としていた規定が、福島第一原子力発電所の事故を受け削

除され、平成25年に法においても放射性物質適用除外規定を削除する改正が行われ

たことにより、放射性物質が法による環境アセスメントの評価項目とされました。

：※1 方法望書とは、環境アセスメントを行う評価項目や方法について、国や地方公共団体、

住民から環境保全の見地から意見を求めるため事業者が作成する番類です。

木県においても上記の法改正をふまえた条例改正を行うことが必要であり、また、

条例制定から 16年以上が経過していることから、実情に合わなくなっている規定の

見直しも必要になっていますo

そこで、環境影響評価部会において議論を重ね、「三重県環境影響評価条例の一部

改正のあり方」を以下のとおりとりまとめました。

2 改正事項および改正趣旨

( 1 ）平成23年法改正に対応するための改正

以下、①～③については、木県でも平成 25年に「三重県環境影響評価条例の手

続に関する指導要綱」を策定し、事業者に手続の実施を求めているところですが、

これらを条例上の手続とします。

①方法書要約書の作成

図書紙数の分量が多く、内容も専門的な方法書の理解を促進するため、要約書

の作成を義務化します。

②方法書説明会の新設

方法書の内容について住民の理解を促進するため、方法書段階での説明会の

開催を義務化します。

4 



③インターネットによる公表

電子化の進展をふまえ、インタ｝ネットの利用による環境影響評価図書等（方

法巻、準備蓄（※2）、評価書（※3）、事後調査報告書（※4）、簡易評価書（※5）、措

置報告書（※6)）の公表を義務化します。

※2 「準備書」とは、環境アセスメントの結果について、国や地方公共団体、住民から、！

環境保全の見地からの意見を求めるため事業者が作成する番類です。

※3 「評価望書」とは、準備書に対する意見をふまえて、事業者が必要に応じてその内容：

を修正した議類です。 ！ 
※4 「事後調査報告書Jとは、事業実施後、事業の実施が環境に及ぼす影響を把握する！

ため事業者が作成する書類です。 ． 
1※5、6 「簡易評価番」及び「措置報告審」については ！？）＿ を参照。

(2）平成25年法改正に対応するための改正

環境基本法の改正を受け、放射性物質が法による環境アセスメントの評価項

目とされたことをふまえ、本県条例においても放射性物質に係る適用除外規定

を削除します。

( 3）準対象事業における簡易アセスメント手続の導入

条例による環境アセスメントの規模要件未満の事業についても一定の環境配

慮がなされるように、従来の「準用事業J（※7）を「準対象事業」として再構成し、

準対象事業について、文献調査などの簡易な調査方法による環境アセスメント

（簡易アセスメント）手続を導入します。

本手続においては、事業者に、簡易アセスメントの結果を記載した「簡易評価

書」の作成及び公告・縦覧、簡易評価書についての説明会の開催、住民、市町長

及び知事からの意見聴取並びにこれら意見を踏まえて環境負荷低減のために講

ずることとした措置を記載した「措置報告書」の作成及び公表の義務を課します。

※7 現行条例及び規則上、開発事業のうち、特に環境への影響が著しくなるおそれのある！

各種造成事業については、環境アセスメントの対象事業の 1/2分以上の規模の事業

を、対象事業に準じる事業「準用事業」として、事業者が自ら申し出た場合、又は知事

が環境保全の見地から必要と認めた場合に、条例による環境アセスメントの実施を可能

とする規定があります。しかしながら、事業者には準用事業について届出義務等がない

ため、これまでこの規定により環境アセスメントが実施されたことはありませんでし

た 。！

現在、県内各地で大規模太陽光発電事業などの目的で山林等の開発が進められておi
k こうした開発行為による自然環境への影響を最小限に抑える必要があることから、

従来の「準用事業Jを「準対象事業」として再構成し、準対象事業を実施しようとする i
事業者に文献調査などの簡易な調査方法による環境アセスメント t簡易アセスメント）

を行っていただきます。

簡易アセスメントにおいては、事業計画に対し、住民や市町長、県知事が環境の保全 i

5 



の見地から意見を述べることができる手続を導入します。開発行為に先立ち住民に十分！

な情報提供を行い、相互の合意形成を図ることで、その後の開発がスムーズに進むとい l

う効果も期待できます0 ・ ！ 

また、通常の環境アセスメントでは、四季を通じた現地調査や複数回の意見聴取手続 i

が必要となるため、手続に概ね2～3年程度を要することになりますが、新たに導入す i

る簡易アセスメントにおいては、文献調査などの簡易な調査方法と 1回の意見聴取手続 j

で足りるため、数ヶ月程度で手続が終了することになる予定です。

( 4）その他

・条例制定当時の対象事業に係る経過措置の廃止

－環境影響評価法の規定による計画段階環境配慮蓄について知事が意見を述べる

場合に、知事が三重県環境影響評価委員会の意見を聴くものとする根拠規定の

明確化

・平成 23年3月の港湾法の改正により、港湾の種類について新たに国際戦略港湾

及び国際拠点港湾が創設されたことに伴う文言修正

3 改正規定を施行する日

平成 28年4月 1日からの施行とします。ただし、簡易アセスメント手続に関する

規定については、平成28年9月 1日からの施行とします。
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い
も
の
と
な
一
る
地
域
等
に
よ
っ
て
環
境
影
響
の
程
度
が
著
し
い
も
の
と

る
お
そ
れ
が
あ
る
事
業
に
つ
い
て
環
境
影
響
評
価
及
び
事
一
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
業
に
つ
い
て
環
境
影
響
評
価
及
び

一
後
調
査
が
適
切
か
つ
円
滑
に
行
わ
れ
る
た
め
の
手
続
そ
の
一
事
後
調
査
が
適
切
か
つ
円
滑
に
行
わ
れ
る
た
め
の
手
続
そ

一
他
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
事
業
に
係
一
の
他
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
事
業
に

…
る
環
境
の
保
全
に
つ
い
て
適
正
な
配
慮
が
な
さ
れ
る
こ
と
一
係
る
環
境
の
保
全
に
つ
い
て
適
正
な
配
慮
が
な
さ
れ
る
と

を
確
保
し
、
も
っ
て
現
在
及
び
将
来
の
県
民
の
健
康
で
文
一
と
を
確
保
し
、
も
っ
て
現
在
及
び
将
来
の
県
民
の
健
康
で

化
的
な
生
活
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
一
文
化
的
な
生
活
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（

方

法

書

の

作

成

等

）

一

（

方

法

書

の

作

成

等

）

事

局

五

条

（

賂

）

一

第

五

条

（

絡

）

（附第
目別九
的章

第
十

章

（賂）

（略）

ー斗

の



事
業
者
は
、
方
法
蓄
を
作
成
し
た
と
き
は
、
技
術
指
針
一
2

事
業
者
は
、
方
法
書
を
作
成
し
た
と
き
は
、
技
術
指
針

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
知
事
及
び
対
象
事
業
に
係
る
一
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
知
事
及
び
対
象
事
業
に
係
る

環
境
影
響
を
受
け
る
範
囲
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
（
以
一
環
境
影
響
を
受
け
る
範
囲
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
（
以

下
「
方
法
書
関
係
地
域
」
と
い
う
。
）
を
管
轄
す
る
市
町
一
下
「
方
法
書
関
係
地
域
」
と
い
う
。
）
を
管
轄
す
る
市
町

長
（
以
下
「
方
法
書
関
係
市
町
長
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
一
長
（
以
下
「
方
法
書
関
係
市
町
長
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、

方
法
書
吋
ゴ
利
針
到
剣
U
剖
劃
調
べ
洲
斜
同
利
川
寸
↓
劃
一
方
法
書
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

利
者
叶

4川
パ
司
J
l
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一

（
方
法
書
に
つ
い
て
の
公
告
及
び
縦
覧
等
）
一
（
方
法
書
に
つ
い
て
の
公
告
及
び
縦
覧
等
）

震
六
条
事
業
者
は
、
方
法
書
を
作
成
し
た
と
き
は
、
環
境
第
六
条
事
業
者
は
、
方
法
書
を
作
成
し
た
と
き
は
、
環
境

影
響
評
価
の
項
目
並
び
に
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
手
法
一
影
響
評
価
の
項
目
並
び
に
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
手
法

に
つ
い
て
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら
の
意
見
を
求
め
る
た
一
に
つ
い
て
潔
境
の
保
全
の
見
地
か
ら
の
意
見
を
求
め
る
た

め
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
方
法
書
を
作
成
し
一
め
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
方
法
書
を
作
成
し

た
旨
そ
の
他
規
則
で
定
め
る
事
項
を
公
告
し
、
方
法
書
関
一
た
旨
そ
の
他
規
則
で
定
め
る
事
項
を
公
告
し
、
方
法
書
関

係
地
域
内
に
お
い
て
、
方
法
書
刻
司
到
剣
嵩
を
公
告
の
日
一
係
地
域
内
に
お
い
て
、
方
法
書
を
公
告
の
日
か
ら
起
算
し

か
ら
起
算
し
て
四
十
五
日
間
縦
覧
に
倒
利
引
叶
日
制
凶

1
一
て
四
十
五
日
間
縦
覧
に

U
秘
叶
矧
刻
叫
吋
川
。

矧
賊
寸
矧
刻
刻
剖
出
羽
岡
よ
り
、
そ
の
縦
覧
期
間
中
、
イ
一

川
列

H
刻
刻
刊
の
一
利
用
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
公
表
し
な
一

例

村

岡

刻

叫

吋

川

。

一

2

知
事
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
送
付
を
受
け
た
一
2

方
法
書
刻
叫
到
刺
割
に
つ
い
て
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
前
項
の
縦
覧
期
間
に
お
い
て
一
般
の
閲
覧
に
供

す
る
も
の
と
す
る
。

2 

知
事
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
送
付
を
受
け
た

方
法
書
に
つ
い
て
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
前

項
の
縦
覧
期
間
に
お
い
て
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と

す
る
。

2 3 4 

C白



前

J4
同
闘
U
必

則

明

U

（
方
法
書
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
提
出
）
（
方
法
書
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
提
出
）

第
七
条
方
法
書
に
つ
い
て
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら
の
意
一
第
七
条
方
法
書
に
つ
い
て
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら
の
意

見
を
有
す
る
者
は
、
創
対
斜
鋪
叶
項
の
縦
覧
期
間
内
に
、
一
見
を
有
す
る
者
は
、
制
斜
矧
↓
羽
の
縦
覧
期
間
内
に
、
事

事
業
者
に
対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
一
業
者
に
対
し
、
意
見
書
の
提
出
に
よ
り
、
こ
れ
を
述
べ
る

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

こ

と

が

で

き

る

。

2

（

賂

）

一

2

（賂）

（
方
法
書
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
写
し
等
の
送
付
）
一
（
方
法
書
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
写
し
等
の
送
付
）

第
八
条
事
業
者
は
、
第
六
条
第
一
項
の
期
間
を
経
過
し
た
一
第
八
条
事
業
者
は
、
第
六
条
第
一
項
の
期
間
を
経
過
し
た

後
、
知
事
及
び
方
法
書
関
係
市
町
長
に
対
し
、
前
条
第
一
後
、
知
事
及
び
方
法
書
関
係
市
町
長
に
対
し
、
前
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
述
べ
ら
れ
た
意
見
書
の
写
し

1
当
該
意
項
の
規
定
に
よ
り
述
べ
ら
れ
た
意
見
書
の
写
し
胡
叶
吋
当

見
の
概
要
及
び
そ
の
意
見
に
つ
い
て
の
事
業
者
の
見
解
を
該
意
見
の
概
要
及
び
そ
の
意
見
に
つ
い
て
の
事
業
者
の
見

記
載
し
た
書
類
（
同
項
の
意
見
書
の
提
出
が
な
か
っ
た
と
解
を
記
載
し
た
書
類
（
同
項
の
意
見
書
の
提
出
が
な
か
っ

き
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
類
。
次
条
及
び
第
十
条
に
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
類
。
次
条
及
び
第
十

お
い
て
同
じ
。
）
劃
吋
対
斜
例
」
同
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

が
で
き
な
い

口に

l
、
当
該

説
明
会
を
関

る
こ
と
を
要
し
な
い

5 

し
明
会

η開

よ
り
関
倒

U
剖

言

明

会

の

を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（

準

備

蓄

の

送

付

等

）

（

準

備

書

の

送

付

等

）

第
十
四
条
事
業
者
は
、
準
備
書
を
作
成
し
た
と
き
は
、
技
一
第
十
四
条
事
業
者
は
、
準
備
書
を
作
成
し
た
と
き
は
、
技

術
指
針
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
知
事
及
び
対
象
事
業
一
術
指
針
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
知
事
及
び
対
象
事
業

に
係
る
環
境
影
響
を
受
け
る
範
囲
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
一
に
係
る
環
境
影
響
を
受
け
る
範
囲
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る

地
域
（
第
七
条
第
一
項
、
第
九
条
第
一
項
及
び
第
十
条
第
一
地
域
（
第
七
条
第
一
項
、
第
九
条
第
一
項
及
び
第
十
条
第

一
項
の
意
見
並
び
に
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
行
っ
た
豊
一
項
の
意
見
並
び
に
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
行
っ
た
環

境
影
響
評
価
の
結
果
に
鰯
材
方
法
書
関
係
地
域
に
追
加
す
一
境
影
響
評
価
の
結
果
に
科
刈
科
羽
方
法
書
関
係
地
域
に
追

べ
き
も
の
と
認
め
ら
れ
る
地
域
を
含
む
。
以
下
「
関
係
地
一
加
す
べ
き
も
の
と
認
め
ら
れ
る
地
域
を
含
む
。
以
下
「
関

域
」
と
い
う
。
）
を
管
轄
す
る
市
町
長
（
以
下
「
関
係
市
一
係
地
域
」
干
と
い
う
。
）
を
管
轄
す
る
市
町
長
｛
以
下
「
関

町
長
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
準
備
書
及
び
こ
れ
を
要
約
一
係
市
町
長
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
準
備
書
及
び
こ
れ
を

し
た
書
類
（
次
条
及
び
第
十
六
条
に
お
い
て
「
要
約
書
」
一
要
約
し
た
書
類
（
次
条
及
び
第
十
六
条
に
お
い
て
「
要
約

と
い
う
。
）
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
一
書
」
と
い
う
。
）
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の

に
お
い
て
、
準
備
書
を
補
足
す
る
書
類
（
次
条
に
お
い
て
一
場
合
に
お
い
て
、
準
備
書
を
補
足
す
る
書
類
（
次
条
に
お

「
参
考
資
料
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
書
類
一
い
て
「
参
考
資
料
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
と
き
は
、
当
該

を
併
せ
て
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。
一
書
類
を
併
せ
て
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

2

（

略

）

一

2

（路）

（
準
備
書
に
つ
い
て
の
公
告
及
び
縦
覧
等
）
一
（
準
備
書
に
つ
い
て
の
公
告
及
び
縦
覧
等
）

一
第
十
五
条
事
業
者
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
送
付
一
第
十
五
条
事
業
者
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
送
付

を
行
っ
た
後
、
準
備
書
に
係
る
環
境
影
響
評
価
の
結
果
に
を
行
っ
た
後
、
準
備
書
に
係
る
環
境
影
響
評
価
の
結
果
に

つ
い
て
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら
の
意
見
を
求
め
る
た
め
、
つ
い
て
環
境
の
保
全
の
見
地
か
ら
の
意
見
を
求
め
る
た
め
、

規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
準
備
書
を
作
成
し
た
旨
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
準
備
蓄
を
作
成
し
た
旨

そ
の
他
規
則
で
定
め
る
事
項
を
公
告
し
、
関
係
地
域
内
に
そ
の
他
規
則
で
定
め
る
事
項
を
公
告
し
、
関
係
地
域
内
に

≪：コ



（賂）

（

説

明

会

の

開

催

等

）

（

説

明

会

の

開

催

等

）

嘉
十
六
条
事
業
者
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
一
第
十
六
条
事
業
者
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

前
条
第
一
項
の
縦
覧
期
間
内
に
、
関
係
地
域
内
に
お
い
て
、
前
条
第
一
項
の
縦
覧
期
間
内
に
、
関
係
地
域
内
に
お
い
て
、

準
備
書
の
記
載
事
項
を
周
知
さ
せ
る
た
め
の
説
明
会
（
以
準
備
書
の
記
載
事
項
を
周
知
さ
せ
る
た
め
の
説
明
会
（
以

下
「
潤
倒
劃
謝
捌
到
「
と
い
う
。
）
を
開
催
し
な
け
れ
ば
下
「
謝
明
斜
寸
と
い
う
。
）
を
開
催
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
関
係
地
域
内
に
淵
倒
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
関
係
地
域
内
に
謝
側
斜
剖
関

劃
制
明
謝
剖
開
催
す
る
適
当
な
場
所
が
な
い
と
き
は
、
開
催
す
る
適
当
な
場
所
が
な
い
と
き
は
、
関
係
地
域
以
外
の

係
地
域
以
外
の
地
域
に
お
い
て
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
地
域
に
お
い
て
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

判

調

同

叫

お
い
て
、
準
備
書
及
び
要
約
書
（
前
条
第
一
項
後
段
の
場

合
に
あ
っ
て
は
、
参
考
資
料
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
を
公
告
の
日
か
ら
起
算
し
て
四
十
五
日
間
縦
覧
に

創
出
計
叫
叫
1
剖
則
寸
矧
制
剖
剖
叫
叶
剖
同
利
引
1

4

謝
矧
闘
哨

1
4バ
列
川
村
刈
叫
叫
利
刑
制
叫
倒
d

間
制
引
制
川
。

に
よ
り
公
劃
U
な
け

2 2 

お
い
て
、
準
備
書
及
び
要
約
書
（
前
条
第
一
項
後
段
の
場

合
に
あ
っ
て
は
、
参
考
資
料
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
を
公
告
の
日
か
ら
起
算
し
て
四
十
五
日
間
縦
覧
に

同
制
叫
刻
川
。

2 

（賂）

備f
3 4 5 

剛
山
で

（
準
備
書
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
写
し
の
送
付
等
）
（
準
備
書
に
つ
い
て
の
意
見
書
の
写
し
の
送
付
等
）

第
十
八
条
事
業
者
は
、
第
十
五
条
第
一
項
の
期
間
を
経
過
一
一
十
人
条
事
業
者
は
、
第
十
五
条
第
一
項
の
期
間
を
経
過

し
た
後
、
知
事
及
び
関
係
市
町
長
に
対
し
、
前
条
第
一
項
し
た
後
、
知
事
及
び
関
係
市
町
長
に
対
し
、
前
条
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
述
べ
ら
れ
た
意
見
書
の
写
し
並
び
に
当
該
の
規
定
に
よ
り
述
べ
ら
れ
た
意
見
書
の
写
し
並
び
に
当
該

意
見
の
概
要
及
び
そ
の
意
見
に
つ
い
て
の
事
業
者
の
見
解
意
見
の
概
要
及
び
そ
の
意
見
に
つ
い
て
の
事
業
者
の
見
解

を
記
載
し
た
書
類
（
同
項
の
意
見
書
の
提
出
が
な
か
っ
た
を
記
載
し
た
書
類
（
同
項
の
意
見
書
の
提
出
が
な
か
っ
た

と
き
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
類
。
次
条
及
び
第
二
十
と
き
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
類
。
次
条
及
び
第
二
十

条
に
お
い
て
同
じ
。
）
並
び
に
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
並
び
に
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
開
催
し
た
謝
珂
到
の
概
要
を
記
載
し
た
警
に
よ
り
開
催
し
た
謝
捌
到
の
概
要
を
記
載
し
た
書
類
を
送

－ = 



類

を

送

付

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

付

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

2

（路）

2

（略）

（

評

価

書

の

公

告

及

び

縦

覧

等

）

（

評

価

書

の

公

告

及

び

縦

覧

等

）

第
二
十
二
条
事
業
者
は
、
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
送
一
第
二
十
二
条
事
業
者
は
、
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
送

付
を
行
っ
た
と
き
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
付
を
行
っ
た
と
き
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

評
価
書
を
作
成
し
た
旨
そ
の
他
規
則
で
定
め
る
事
項
を
公
評
価
書
を
作
成
し
た
旨
そ
の
他
規
則
で
定
め
る
事
項
を
公

告
し
、
関
係
地
域
内
に
お
い
て
、
評
価
書
及
び
要
約
書
（
前
告
し
、
関
係
地
域
内
に
お
い
て
、
評
価
書
及
び
要
約
書
（
前

条
第
三
項
後
段
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
参
考
資
料
を
含
む
。
条
第
三
項
後
段
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
参
考
資
料
を
含
む
。

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
公
告
の
日
か
ら
起
算
し
て
四
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
公
告
の
日
か
ら
起
算
し
て
四

十

五

日

間

縦

覧

に

倒

引

日

叫

対

同

叫

刺

廿

十

五

日

間

縦

覧

に

悶

羽

引

制

川

。

叶
叶
引
叫
判
別
1
4
d

利
用
制
倒
倒
釧

（略）

当
競
修
後
の

刊
川
斜
の
ぺ
討

制
倒
引
叫
制
A

叫
劃
行
う
こ
と
が
で
き
る

（
評
価
書
の
公
告
前
に
お
け
る
対
象
事
業
の
廃
止
等
）
（
評
価
舎
の
公
告
前
に
お
け
る
対
象
事
業
の
廃
止
等
）

震
二
十
五
条
事
業
者
は
、
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
鷲
二
十
五
条
事
業
者
は
、
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

公
告
を
行
っ
て
か
ら
第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
告
を
行
っ
て
か
ら
第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

公
告
を
行
う
ま
で
の
聞
に
お
い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
公
告
を
行
う
ま
で
の
聞
に
お
い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
知
事
及
び
関
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
知
事
及
び
関

係
市
町
長
に
そ
の
旨
を
届
け
出
る
と
と
も
に
、
規
則
で
定
係
市
町
長
に
そ
の
旨
を
届
け
出
る
と
と
も
に
、
規
則
で
定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

、

そ

の

旨

を

公

告

し

な

け

れ

ば

な

ら

そ

の

旨

を

公

告

し

な

け

れ

ば

な

ら

め
る
と

関
期
間
中
、

ー
な
ら
な
川
。

2 
E

、o
f
e
、ν

（略）

第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
修
正
し
た

場
合
に
お
い
て
当
該
修
正
後
の
事
業
が
刻
劉
割
鶏
刻
川

瀬

J

m

d

叶
叫
叫
川
町
該
当
し
な
い
こ
と
と
な
っ

た
と
き
。

（略）

（略）

（
事
後
調
査
の
実
施
等
）

嘉
三
十
四
条
（
路
）

2 

2 

（略）

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

E

、o

fe’
ν
 （略）

第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
修
正
し
た

場
合
に
お
い
て
当
該
修
正
後
の
事
業
が
耕
斜
割
端
叫
該

当
し
な
い
こ
と
と
な
っ
た
と
き
。

（賂）

（賂）

（
事
後
調
査
の
実
施
等
）

第
三
十
四
条
（
路
）

2 一一



2 

事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
事
後
調
査
を
行
っ
た
一
2

と
き
は
、
規
制
剛
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
結
果
を
一

記
載
し
た
報
告
書
（
以
下
「
事
後
調
査
報
告
書
」
と
い
う
。
）

を
作
成
し
、
知
事
及
び
関
係
市
町
長
に
遡
州

同
ー
域
則
可
制
創
出
ゴ
引
同
判
別
1
1公

な
ら
な
い
。

事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
事
後
調
査
を
行
っ
た

と
き
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
結
呆
を

記
載
し
た
報
告
書
（
以
下
「
事
後
調
査
報
告
書
」
と
い
う
。
）

を
作
成
し
、
知
事
及
び
関
係
市
町
長
に
潤
矧

U
椛
凶

制
以
刻
川
。

3 

（賂）第
八
章

3 

（略）第
八
章

環
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手

続
の
併
合
等

環
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手

続
の
併
合
等

（
手
続
の
併
合
等
）

三
十
六
条
（
賂
）

（
手
続
の
併
合
等
の
要
請
）

嘉
三
十
七
条
（
賂
）

矧
川
割
例
ゴ

（
手
続
の
併
合
等
）

三
十
六
条
（
絡
）

（
手
続
の
併
合
等
の
要
請
）

鷲
三
十
七
条
（
略
）

銅官制
易

f~， fJi. 

4
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岡
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世
調

（
都
市
計
画
に
定
め
ら
れ
る
対
象
事
業
到
ー

に
関
す
る
特
例
）

嘉
三
十
九
条
刻
劉
割
剰
割

u
d叫
哨
耕
額
制
明
が
一
都
市
計
一
第
三
十
九
条
矧
劉
割
謝
料
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
一
一
一
年

画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
四
条
第
七
項
に
一
法
律
第
百
号
）
第
四
条
第
七
項
に
規
定
す
る
市
街
地
開
発

規
定
す
る
市
街
地
開
発
事
業
と
し
て
同
法
の
規
定
に
よ
り
一
事
業
と
し
て
同
法
の
規
定
に
よ
り
都
市
計
画
に
定
め
ら
れ

都
市
計
画
に
定
め
ら
れ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
対
象
事
業
一
る
場
合
に
お
け
る
当
該
対
象
事
業
又
は
対
象
事
業
に
係
る

剥
リ
引
同
当
調
調
刻
劉
割
剰
又
は
対
象
事
業
務

U
寸
凶
劃
施
設
が
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
都
市
施
設
と
し
て
同
法

刻
刻
覇
梨
に
係
る
施
設
が
同
条
第
五
項
に
規
定
す
る
都
市
一
の
規
定
に
よ
り
都
市
計
画
に
定
め
ら
れ
る
場
合
に
お
け
る

施
設
と
し
て
同
法
の
規
定
に
よ
り
都
市
計
画
に
定
め
ら
れ
一
当
該
都
市
施
設
に
係
る
対
象
事
業
に
つ
い
て
の
環
境
影
響

る
場
合
に
お
け
る
当
該
都
市
施
設
に
係
る
対
象
事
業
相

u～
評
価
そ
の
他
の
手
続
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

寸
凶
調
利
剣
割
剰
に
つ
い
て
の
環
境
影
響
評
価
そ
の
他
の
一
同
法
第
十
五
条
第
一
項
の
県
若
し
く
は
市
町
（
同
法
第
二

手
続
は
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
法
第
十
五
一
十
二
条
第
一
項
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
項
の
国
土
交
通

条
第
一
項
の
県
若
し
く
は
市
町
（
同
法
第
二
十
二
条
第
二
大
臣
又
は
市
町
）
又
は
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十

項
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
項
の
国
土
交
通
大
臣
又
は
市
一
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）
第
五
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に

町
）
又
は
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
一
基
づ
き
都
市
計
画
の
決
定
若
し
く
は
変
更
を
す
る
市
町
で

二
十
二
号
）
第
五
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
都
市
一
当
該
都
市
計
画
の
決
定
又
は
変
更
を
す
る
も
の
が
当
該
対

計
画
の
決
定
若
し
く
は
変
更
を
す
る
市
町
で
当
該
都
市
計
一
象
事
業
に
係
る
事
業
者
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
、
当
該
対

画
の
決
定
又
は
変
更
を
す
る
も
の
が
当
該
対
象
事
業
に
係
一
象
事
業
又
は
対
象
事
業
に
係
る
施
設
に
関
す
る
都
市
計
画

る
事
業
者
利
州
当
調
調
矧
斜
割
調
阿
側
副
鋼
矧
劉
割
調
劃
の
決
定
又
は
変
更
を
す
る
手
続
と
併
せ
て
行
う
も
の
と
す

に
代
わ
る
も
の
と
し
て
、
当
該
対
象
事
業
岩

U
U凶
剖
閥
－
る
。

調
刻
劉
剖
制
剖
荊
又
は
対
象
事
業
相

u
d制
調
刻
劉
割
剰
に
係
一

る
施
設
に
関
す
る
都
市
計
画
の
決
定
又
は
変
更
を
す
る
手
一

続

と

併

せ

て

行

う

も

の

と

す

る

。

一

（
港
湾
計
画
に
係
る
環
境
影
響
評
価
そ
の
他
の
手
続
）
一
（
港
湾
計
画
に
係
る
環
境
影
響
評
価
そ
の
他
の
手
続
）

第
四
十
条
こ
の
条
に
お
い
て
「
港
湾
環
境
影
響
評
価
」
と
一
第
四
十
条
こ
の
条
に
お
い
て
「
港
湾
環
境
影
響
評
価
」
と

は
、
港
湾
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
十
八
号
）
第
は
、
港
湾
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
十
八
号
）
第

二

条

第

二

項

に

規

定

す

る

属

関

湖
1
同
網
尉
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
蛍
到
淵
測
に
係
る
同
法
第
三
条

（
都
市
計
画
に
定
め
ら
れ
る
対
象
事
業
に
関
す
る
特
例
）

ーc.c 



調
又
凶
剖
聞
に
係
る
同
法
第
三
条
の
三
第
一
項
に
規

定
す
る
港
湾
計
画
（
以
下
「
港
湾
計
画
」
と
い
う
。
）
に

定
め
ら
れ
る
港
湾
の
開
発
、
利
用
及
び
保
全
並
び
に
港
湾

に
隣
接
す
る
地
域
の
保
全
（
以
下
「
港
湾
開
発
等
」
と
い

う
。
）
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
（
以
下
「
港
湾
環
境
影
響
」

と
い
う
。
）
に
つ
い
て
環
境
の
構
成
要
素
に
係
る
項
目
ご

と
に
調
査
、
予
測
及
び
評
価
を
行
う
と
と
も
に
、
こ
れ
ら

を
行
う
過
程
に
お
い
て
そ
の
港
湾
計
画
に
定
め
ら
れ
る
港

湾
開
発
等
に
係
る
環
境
の
保
全
の
た
め
の
措
置
を
検
討
し
、

こ
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
場
合
に
お
け
る
港
湾
環
境
影
響

を
総
合
的
に
評
価
す
る
こ
と
を
い
う
。

2
1
4

（賂）

（
知
事
が
意
見
を
述
べ
る
場
合
の
手
続
）

鳶
四
十
二
条
知
事
円
司
剣
ヨ
斜
倒
剖
矧
↓
司
法
第
十

条
第
一
項
又
は
法
第
二
十
条
第
一
項
の
意
見
を
述
べ
よ
う

と
す
る
と
き
は
、
評
価
委
員
会
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す

る。

（絡）

（
報
告
及
び
立
入
調
査
）

震
五
十
一
条
知
事
は
、
こ
の
条
例
の
施
行
に
必
要
な
一
限
亙

に
お
い
て
、
事
業
者
又
は
準
対
象
事

剥
矧
叶

H
川
引
『
斗
l
に
対
し
、
対
象
事
業
樹

U
叶
問
調
到

劉
割
剰
の
実
施
状
況
又
は
対
象
事
業
し
く
は
準
対
象
事
一

剰
に
係
る
環
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手
続
の
一

実
施
状
況
そ
の
他
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
報
告
又
は
資
料
一

の

提

出

を

求

め

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

2

知
事
は
、
こ
の
条
例
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
一
2

当
該
職
員
に
、
事
業
者
等
の
事
務
所
、
対
象
事
業
実
施
区
一

域
刻
同
調
刻
斜
割
劃
調
樹
園
樹
そ
の
他
知
事
が
必
要
と
歪

め
る
場
所
に
立
ち
入
り
、
対
象
事
業
千
し
ぐ
は
準
対
象
事
一

期
の
実
施
状
況
又
は
対
象
事
業
相

u
d尚
樹
矧
劉
覇
端
に
一

係
る
環
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手
続
の
実
施
一

状

況

を

調

査

さ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

3

知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
資
料
の
提
一
3

出
が
あ
っ
た
と
き
、
又
は
前
項
の
調
査
を
さ
せ
た
と
き
は
、

そ
の
内
容
又
は
結
果
を
検
討
し
、
正
当
な
理
由
な
く
評
価

書
に
記
載
さ
れ
た
環
境
の
保
全
の
た
め
の
措
置
を
と
ら
な

い
こ
と
に
よ
り
環
境
の
保
全
に
支
障
を
来
た
す
お
そ
れ
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
、
又
は
環
境
の
保
全
に
つ
い
て
更
に

適
正
に
配
慮
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
割
判
調

割
矧
に
対
し
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
指
示
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

2 

の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
港
湾
計
画
（
以
下
「
港
湾
計
画
」

と
い
う
。
）
に
定
め
ら
れ
る
港
湾
の
開
発
、
利
用
及
び
保

全
並
び
に
港
湾
に
隣
接
す
る
地
域
の
保
全
（
以
下
「
港
湾

開
発
等
」
と
い
う
。
）
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
（
以
下
「
港

湾
環
境
影
響
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
潔
境
の
構
成
要
素

に
係
る
項
目
ご
と
に
調
査
、
予
測
及
び
評
価
を
行
う
と
と

も
に
、
こ
れ
ら
を
行
う
過
程
に
お
い
て
そ
の
港
湾
計
画
に

定
め
ら
れ
る
港
湾
開
発
等
に
係
る
環
境
の
保
全
の
た
め
の

措
置
を
検
討
し
、
こ
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
場
合
に
お
け

る
港
湾
環
境
影
響
を
総
合
的
に
評
価
す
る
こ
と
を
い
う
。

。ムMr
、，Aμτ

（賂）

（
知
事
が
意
見
を
述
べ
る
場
合
の
手
続
）

四
十
二
条
知
事
は
、
法
第
十
条
第
一
項
又
は
法
第
二
十

条
第
一
項
の
意
見
を
述
べ
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
評
価
委

員
会
の
意
見
を
聡
く
も
の
と
す
る
。

2 

（路）

（
報
告
及
び
立
入
調
査
）

五
十
一
条
知
事
は
、
こ
の
条
例
の
施
行
に
必
要
な
限
度

に
お
い
て
、
割
劃
謝
舗
に
対
し
、
対
象
事
業
の
実
施
状
況

又
は
対
象
事
業
に
係
る
漂
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の

他
の
手
続
の
実
施
状
況
そ
の
他
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
報

告
又
は
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

知
事
は
、
こ
の
条
例
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、

当
該
職
員
に
、
事
業
者
等
の
事
務
所
、
対
象
事
業
実
施
区

域
そ
の
他
知
事
が
必
要
と
認
め
る
場
所
に
立
ち
入
り
、
対

象
事
業
の
実
施
状
況
又
は
対
象
事
業
に
係
る
環
境
影
響
評

価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手
続
の
実
施
状
況
を
調
査
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
。

知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
資
料
の
提

出
が
あ
っ
た
と
き
、
又
は
前
項
の
調
査
を
さ
せ
た
と
き
は
、

そ
の
内
容
又
は
結
果
を
検
討
し
、
正
当
な
理
由
な
く
評
価

書
に
記
載
さ
れ
た
環
境
の
保
全
の
た
め
の
措
置
を
と
ら
な

い
こ
と
に
よ
り
環
境
の
保
全
に
支
障
を
来
た
す
お
そ
れ
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
、
又
は
環
境
の
保
全
に
つ
い
て
更
に

適
正
に
配
慮
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
割
判
調

割
に
対
し
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
指
示
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

『、3
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（

略

）

（

賂

）

（

勧

告

及

び

公

表

）

（

勧

告

及

び

公

表

）

一
第
五
十
二
条
知
事
は
、
朝
剰
剥
割
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
一
第
五
十
二
条
知
事
は
、
朝
剰
剥
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

一
か
に
該
当
す
る
場
合
は
ー
当
該
朝
剰
樹
舗
に
対
し
、
必
要
一
に
該
当
す
る
場
合
は
、
当
該
割
剰
割
に
対
し
、
必
要
な
措

一
な
措
置
を
講
ず
る
よ
っ
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
置
を
講
ず
る
よ
う
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

一

（

略

）

一

一

（

路

）

一
二
虚
偽
の
記
載
を
し
た
方
法
書
、
準
備
書
、
評
価
書
」
二
虚
偽
の
記
載
を
し
た
方
法
書
、
準
備
蓄
、
評
価
書
刻

一
割
制
誠
到
割
制
割
1
制
刻
到
倒
劃
刻
同
樹
園
矧
制
剖
閣
を
一
回
覇
倒
調
剤
矧
制
劃
を
提
出
し
た
と
き
。

一

提

出

し

た

と

き

。

一

三
第
二
十
六
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
及
び
第
二
十
九
一
三
第
二
十
六
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
及
び
第
二
十
九

一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
刻
叫
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

一
銅
ヨ
叶
川
調
叶
ゴ
矧
↓
司
制
覇
ゴ
司
刊
当
定
に
違
反
し
て
対
象
事
業
を
実
施
し
た
と
き
。

湖
周
利
引
樹
倒
創
創
司
寸
の
規
定
に
違
反
し
て
対
象
一

一

事

業

刻

同

調

刻

斜

覇

剰

を

実

施

し

た

と

き

。

一

四
第
三
十
条
1
斜
ヨ
叶
川
斜
創
刊
剛
刻
凶
銅
ヨ
刊
川
剣
一
四
第
三
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
求
あ
ら
れ
た
手
続
を
行

叫
叶
対
創
ゴ
調
の
規
定
に
基
づ
き
求
め
ら
れ
た
手
続
を
一
わ
な
い
と
き
。

行

わ

な

い

と

き

。

一

五

・

六

（

略

）

一

五

・

六

（

路

）

2

知
事
は
、
朝
調
剥
舗
が
正
当
な
理
由
な
く
前
項
の
規
定
一
2

知
事
は
、
親
調
剥
が
正
当
な
理
由
な
く
前
項
の
規
定
に

に
よ
る
勧
告
に
従
わ
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
勧
一
よ
る
勧
告
に
従
わ
な
い
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
勧
告

告
の
内
容
並
び
に
当
該
割
剰
剥
舗
の
氏
名
又
は
名
称
を
公
一
の
内
容
並
び
に
当
該
覇
剰
剖
の
氏
名
又
は
名
称
を
公
表
す

表
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
知
事
は
、
一
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
知
事
は
、
あ

あ
ら
か
じ
め
、
当
該
勧
告
を
受
け
た
者
に
意
見
を
述
べ
る
一
ら
か
じ
め
、
当
該
勧
告
を
受
け
た
者
に
意
見
を
述
べ
る
機

機

会

を

与

え

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

一

会

を

与

え

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

3

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
を
し
た
と
き
は
、
一
3

知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
を
し
た
と
き
は
、

そ
の
内
容
を
関
係
市
町
長
刻
同
制
刻
刻
側
劃
関
側
制
矧
劃
そ
の
内
容
を
関
係
市
町
長
及
び
対
象
事
業
に
係
る
許
認
可

及
び
対
象
事
業
別
刷
淵
刻
刻
割
剰
に
係
る
許
認
可
等
を
戸
等
を
行
う
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

一

う

者

に

通

知

す

る

も

の

と

す

る

。

一

（

県

及

び

市

町

と

の

連

絡

）

一

（

県

及

び

市

町

と

の

連

絡

）

菊
五
十
四
条
朝
剰
樹
矧
は
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
る
公
第
五
十
四
条
割
封
割
引
は
、
こ
の
条
例
の
規
定
に
よ
る
公
告

一
告
若
し
く
は
縦
覧
又
は
説
明
会
の
開
催
に
つ
い
て
、
県
及
一
若
し
く
は
縦
覧
又
は
説
明
会
の
開
催
に
つ
い
て
、
県
及
び

一
び
市
町
と
密
接
に
連
絡
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
一
市
町
と
密
接
に
連
絡
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

は
、
こ
れ
ら
に
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
一
こ
れ
ら
に
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

（

隣

接

府

県

の

知

事

と

の

協

議

）

一

一

（

隣

接

府

県

の

知

事

と

の

協

議

）

一
第
五
十
五
条
知
事
は
、
対
象
事
業
刻
削
調
刻
劉
割
剰
に
係
一
第
五
十
五
条
知
事
は
、
対
象
事
業
に
係
る
環
境
影
響
を
受

…
る
環
境
影
響
を
受
け
る
範
囲
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
一
け
る
範
囲
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
に
本
県
の
区
域
に

に
本
県
の
区
域
に
属
し
な
い
地
域
が
含
ま
れ
て
い
る
と
き
一
属
し
な
い
地
域
が
含
ま
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
地
域
に

一
は
、
当
該
地
域
に
お
け
る
環
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
一
お
け
る
環
境
影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手
続
に
関

一
の
他
の
手
続
に
関
し
て
、
当
該
地
域
を
管
轄
す
る
府
県
知
一
し
て
、
当
該
地
域
を
管
轄
す
る
府
県
知
事
と
協
議
す
る
も

一

事

と

協

議

す

る

も

の

と

す

る

。

一

の

と

す

る

。

一

（

調

査

研

究

等

）

｝

一

（

調

査

研

究

等

）

一
第
五
十
七
条
県
は
、
環
境
影
響
評
価
及
び
事
後
調
査
の
技
一
第
五
十
七
条
県
は
、
環
境
影
響
評
価
及
び
事
後
調
査
の
技

4
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（

適

用

除

外

）

（

適

用

除

外

）

嘉
玉
十
八
条
第
三
章
か
ら
こ
の
章
ま
で
の
規
定
は
、
次
に
一
第
五
十
八
条

掲

げ

る

事

業

に

つ

い

て

は

、

適

用

し

な

い

。

例

制

問

術
及
び
手
法
の
調
査
及
び
研
究
に
努
め
る
と
と
も
に
、
こ

れ
ら
に
関
す
る
情
報
及
び
資
料
の
収
集
及
び
整
理
を
行
い
、

調
製
樹
矧
及
び
県
民
に
対
し
、
こ
の
条
例
に
基
づ
く
環
境

影
響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手
続
を
行
う
に
当
た
っ

て
、
必
要
な
情
報
及
び
資
料
の
提
供
に
努
め
る
も
の
と
す

る。

（略）

附

蕗則

1
5
日

1 
｝

似
U
掛
川
司
l

（
規
則
へ
の
委
任
）

（賂）

1 

2 

術
及
び
手
法
の
調
査
及
び
研
究
に
努
め
る
と
と
も
に
、
こ

れ
ら
に
関
す
る
情
報
及
び
資
料
の
収
集
及
び
整
理
を
行
い
、

調
剰
割
及
び
県
民
に
対
し
、
こ
の
条
例
に
基
づ
く
環
境
影

響
評
価
、
事
後
調
査
そ
の
他
の
手
続
を
行
う
に
当
た
っ
て
、

必
要
な
情
報
及
び
資
料
の
提
供
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。又｜

F

が
悪
イ

γ叶
q川
寸
凶

1
用

U判
例

b

第
三
章
か
ら
こ
の
章
ま
で
の
規
定
は
、
次
に
掲
げ
る
事

業
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

7
3三
（
路
）

壌

1 

13 
附

蕗則

（
規
則
へ
の
委
任
）

（賂）

1 
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（議案補充説明）

2 議案第42号三重県消費生活センタ一条例の一部を改正する条例案

について

1 改正の趣旨

地方をはじめとする消費者行政の体制整備等のため、平成 26年6月に消費者安

全法等が改正されました。

改正消費者安全法において、都道府県は、消費生活センター（以下、「センタ｝」

という。）の運営事項および消費生活相談等で得られた情報の安全管理に関する事

項について条例で定めることが規定されました。

このことをふまえて、センタ｝の運営等についての規定を整備するものです。

2 概要（新旧対照表は旦血のとおり）

( 1）センタ｝の名称及び住所等の公示に関する規定を追加する。

(2）消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理に関する規定

を追加する。

3 施行日

平成28年4月1日から施行。

4 その他

議決後は、センターの名称、及び住所等について公報を通じて公示するとともに、

引き続き法の趣旨に基づき、消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安

全管理に努めるとともに、消費生活相談員の資質向上のための研修等の機会を確保

してまいります。

23 



国一足一日目

改

五

案

O
三
重
県
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

1T 

九
設
置
）

第
一
条
（
略
）

ベ
利
利
刻

二
条

当副
M
F

間

セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
は
、
次
の
事
業
を
行
う
。

消
費
生
活
に
係
る
相
談
に
関
す
る
こ
と
ベ
淵
謝
謝
到

現

（
設
置

第
一
条

（略）

（
事
業
）

セ
ン
タ

rに
お
い
て
は
、
次
の
事
業
を
行
う
。

消
費
生
活
に
係
る
相
談
に
関
す
る
こ
と
。

（賂）

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
制
斜
に
規
定
す
る

目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業

（
委
任
）

r、コ
主主‘



（議案補充説明）

3 議案第 65号損害賠償の額の決定及び和解について

1 損害賠償の義務の発生原因となる事実

平成 27年 11月 24日、大気汚染防止法に基づく立入検査において、対象事業所

を保健環境研究所の職員が訪問し、 voec揮発性有機化合物）測定のため天井裏

にあがった際、誤って天井板に足をのせ、板を破損した事故。

2 損害賠償の相手方

( 1 ）住所三重県四日市市天ヵ須賀新町一丁目 2番

( 2）氏名 三重グラビア印刷株式会社代表取締役織田慾三

3 損害賠償の額

45,360円

4 再発防止について

当該職員には、所属長から厳重に注意を行うとともに、同様な作業を行う職員に

対し再発防止を徹底いたしました。
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1 みえ県民力ビジョン”第二次行動計画（案）について

前回の常任委員会でご説明させていただいた「みえ県民カビジョン・行動計画（仮

称）」（最終案）からの主な変更点については、次のとおりです。

なお、当部関連の「施策」については、直田こ抜粋版としてまとめております。

1 施策全般

前回の常任委員会でいただいたご意見等をふまえ、「県民の皆さんとめざす姿」等

を→部見直しました。

また、「現状と課題J、「新しい豊かさ・協創の視点」等についτ、県民の皆さんに

とってよりわかりやすくなるよう、記述を再度精査し、一部見直しました。

【主な変更点】

( 1 ）施策21 2 あらゆる分野における女性活躍の推進

常任委員会でいただいたご意見をふまえて、「男女共同参画」の記述を「県民の

皆さんとめざす姿Jに追加しました。

(2）その他

①「みえ県民カピジョン・行動計画（仮称）」（最終案）提出後の現状を追記しまし

た。

［見直した施策］

. 1 4 2 交通事故ゼロ、飲酒運転0 （ゼロ）をめざす安全なまちづくり

. 1 5 1 地球温暖化対策の推進

②「新しい豊かさ・協創の視点」について、主に、県民の皆さんに「どのように協

創を行っていくかjが読み取れるように記述を精査し、見直しました。

［見直した施策］

. 1 4 2 交通事故ゼロ、飲酒運転0 （ゼロ）をめざす安全なまちづくり

・143 消費生活の安全の確保 ・15 1 地球温暖化対策の推進

• 1 5 4 大気・水環境の保全 ・21 2 あらゆる分野における女性活躍の推進

・21 3 多文化共生社会づくり ・228 文化と生涯学習の振興

27 



2 「県民指標」および「活動指標」

( 1 ）「検討中」としていた「目標値」について、「現状値Jが確定したことから、設

定を行いました。

【新たに設定した目標値】

211 人権が尊重される｜人権が尊重されている社会になって

社会づくり ｜いると感じる県民の割合

212 あらゆる分野にお｜あらゆる分野で女性の社会参画が進

ける女性活躍の推進 lんでいると感じる県民の割合

213 多文化共生社会づ｜多文化共生の社会になっていると感

くり ｜じる県民の割合

255 協創のネットワー｜
｜地域活動等を行っている県民の割合

クづくり

21301 多文化共生に向

けた学習機会等の提供｜多文化共生に係るセミナ一、研修会等

と外国人住民等の生活｜参加者の理解度

への支援

38.5% 42. 5% 

39.H也 47.4% 

29.1% 33. 1% 

19. 7% 23. 7% 

97. 9% 盟~生

( 2）「みえ県民力ビジョン・行動計画（仮称）J （最終案）提出以後に確定した「現状

値」や他の個別計画と整合性を図るため、「目標値」等を見直しました。

①県民指標

ア）施策14 2 交通率故ゼ口、飲酒遼転0 （ゼ口）をめざす安全なまちづくり

－平成27年の実綴値が確定するとともに、現在策定を進めている、「第 10次三重県

交通安全計画Jと整合性を図るため。

（最終案）

現状値

112人
(26年）

イ）施策14 3 消費生活の安全の確保

（成案）

目4で1同問~

－平成27年度の実績値が確定したことにより、 目標値を修正する必要があるため。

消費者トラブルに遭った時に消

費生活相談を利用するとした人

の割合

（最終案）

現状値

44.8% 
(26年度）

28 

（成案）

目標値

E今
50.0% 



ウ） 施策 15 1 地球温暖化対策の推進

－平成26年度の実績値が確定したことにより、目標値を修正する必要があるため。

（最終案） （成案）

家庭での電力消費による二酸化

炭素排出量

②活動指標

現状値

I, 323千 t
-C02 

(25年度）

ア）基本事業 14201 交通安全意識と交通マナーの向上に向けた啓発・教育の推進

・平成27年の実績値が確定するとともに、現在策定を進めている、「第 10次三重県

交通安全計画」と整合性を図るため。

交通事故死傷者数

高齢者交通事故死者数

（最終案）

現状傭

I 0, 289人
(26年）

（最終案）

現状値

57人
(26年）

イ）基本事業 15403 生活排水対策の推進

生活排水処理施設の整備率

3 数値目標一覧等

82. 2% 
(26年度）

軒両
以下

目~わ時
以下

目標値

87. 2% 

「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画（仮称）J （最終案）提出以後に確定した「現

状値」については修正を行いました。

また、数値目標の「選定理由」、「31年度の目標値の設定理由」等について、県民

の皆さんにとって分かりやすい記述となるよう、記述を再度精査し、一部見直しまし

た。
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15101 I温室効果ガス排出削減の取組推進

151021電気自動車等を活用した温暖化対策の推進

151031地球温暖化対策の普及啓発の推進

151041環境教育の推進

活動 i老朽化した信号制御機の更新数（累計）

活動｜運転者のト同レト着用率

｜消費者トラブルに遭った時に消費生活相
県民｜

l談を利用するとした人の割合

消費生活講座等で消費者トラブルに遭わ
活動iないために必要な知識が得られたとする

人の都合

消費生活相談において斡旋により消費者
活動｜

トラブルが解決した割合

家庭での電力消費による二酸化炭素排出
県民i量

l大規模事業所における温室効果ガスの排
活動｜出量の増減比率

Z 品！電気自動車等を活用した温暖化対策に取
活動i
，日制iり組む地域の数（累計）

｜地球温暖化対策講座等の受講後に、活動
活動 1

1に取り組む意向を示した受講者の割合

活動｜環境教育講座等参加者の満足度



<...:> 
NI 

154天京二示震境715保全

15201 Iごみゼロ社会の実現

152021産業農薬物の3Rの推進

152031廃棄物処理の安全・安心の確保

152041不適正処理の是正措置の推進

15401 I大気・水環境への負荷の削減

154021自動車環境対策の推進

154031生活排水対策の推進

154041伊勢湾の再生に向けた取組の推進

154051環境保全のための調査研究成果の還元

県民｜廃棄物の最終処分量

11人1日あたりのごみ排出量（一般廃棄物
活動 i

lの排出量）

活動 i産業廃棄物の再生利用率

Z 時｜不法投棄等不適正処理事案の改善着手
活動！率

｜不適正処理4事案に係る行政代執行によ
活動 l

iる是正措置の進捗率

l大気環境および水環境に係る環境基準の
県民｜

｜達成率

同大気水質の排出基準適合率

JNOx中 M法対策地域全体の大気環境基
活動 i

i準達成率

活動｜生湖水処理施設の整備率

i海岸漂着物対策等の水環境の保全活動
活動 i

2に参加した県民の数

大気環境および水環境の保全に関する調
活動！

査研究成果を公表した研究事業数



= = 

211人雇示尊重される社蚕ラミ

212あらゆる分野における女性
活躍の推進

21101 I人権が尊重されるまちづくりの推進

211021人権啓発の推進

人権教育の推進
21103¥ 

（教育委員会）

21104＼人権擁護の推進

21201 I政策・方針決定過程への女性の参画

人権が尊重されている社会になっている
県民！と感じる県民の割合

活動 i地域における「人権が尊重されるまちづく
り」研修会の実施団体数

活動 i人権イベントa講座等の参加者の人権に
関する理解度

活動｜活苦育カリキュラムを作成している学校

人権に関わる相談員を対象とした資質向
活動 i

上研修会受講者の研修内容の理解度

県民 jあらゆる分野で女性の社会参画が進んで
いると感じる県民の割合

県・市町の審議会等における女性委員の
活動｜

割合

男女共同参画に関する意識の普及と教育の l ！男女共同参画センター開催事業の新規参
212021 l活動 i

推進 ｜ i加者の数・満足度

21203＼職業生活等における女性活躍の推進

21204＼性別に基づく暴力等への取組

「女性の職業生活における活躍の推進に
活動｜関する法律」に規定する事業主行動計画

等の策定団体数（累計）【創】

活動！性犯罪・性暴力被害者支援制度の周知の
ための協力団体数（累計）

※「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の重要業績評価指標（KPl)と同ーの指標の場合は、【創】と示しています。



1人雇而尊重と多様
性を認め合う社会
（続き）

2学びの充実

""' .,,,. 

5地域の活力の向
上

228文化と亙蓬事雪面振興

255協創のネットワークづくり

21301 I多文化共生に向けた学習機会等の提供と外
国人住民等の生活への支援

日本語指導が必要な外国人児童生徒への
213021支援

（教育委員会）
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25501 I累民の社会参頭の促進

255021若者の地域活動への参画促進
（戦略企画部）

・他部が主担当の施策（当部主担当の基本事業が含まれるもの）

多文化共生の社会になっていると感じる
県民｜

県民の割合

①多文化共生に係るセミナー、研修会等

活動！参加者の理解度
②医療通訳者が常勤している医療機関の
数（累計）

日本語指導が必要な外国人生徒のうち、
活動｜就職または高等学校等に進学した生徒の

割合

県民i参加した文化活動、生涯学習に対する満
足度

活動｜県立文化施設の利用者数

醐｜文化財情報アクセス件数

｜みえ生涯学習ネットワーク登録会員数（累
活動！

1計）

活動｜地域の教育関係者のネットワークへの参
画者数（累計）

県民｜地域間等桁っている県民の割合

INPO法人活動への支援としての会費収
活動！

1入等

活動｜若者との協創により地域活動に取り組んだ
件数（累計）

I 1 
防災・減災

II-2 
学びの充実

111亥害示E扇読を守右末ヲミ事
（防災対策部） 111031災害ボランティアの活動環境の充実

226地域に関かれ信頼される学校づ
くり（教育委員会） I 22eo4I私学教育の援廃

『みえ災害ボランティア支援セン安一JIこ参画する
団体数（累計）

私立学校における特色ある教育・学校運営の取
組事例数



2 第三次人権が尊重される三重をつくる行動プラン（最終案）について

1 策定の経緯

県では、「人権が尊重される三重をつくる条例」に基づく「三重県人権施策基本方針

（第一次改定）Jの取組の方向に沿って「第二次人権が尊重される三重をつくる行動プ

ラン」（平成23年度～平成27年度）を策定し、人権施策の推濯に取り組んできました。

今般、「三重県人権施策基本方針（第二次改定）Jに変更したことから、同基本方針に

基づく具体的な恥祖を進めるための「第三次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」

（以下「第三次行動プラン」という。）を策定します。

2 パブリックコメントの実施

平成27年 12月 15日から平成 28年1月 13日までの期間、中間案についての意見募

集を行ったところ、 76件の意見が提出されました。

パブリックコメントの概要と対応状況は、主監1のとおりですユ

3 最終案の内容

第三次行動プランの最終案の概要は、血盟主のとおりです。

また、詳細については、国固のとおりです。

( 1）計画の期間

平成28年度から平成31年度までの4年間

(2）構成

0 第1章基本的な考え方

策定の経緯、県人権施策基本方針（第二次改定）の基本理念、

行動プランの取組方向、基本的な視点

。第2章施策分野別の聯丑方向

めざす姿、現状と課題、恥組方向

施策分野1 「人権が尊重されるまちづくりj

施策分野2 「人権意識の高揚j

施策分野3 「人権擁護と救済」

施策分野4 「人権課題j

同和問題、子ども、女性、障がい者、高齢者、外国人、患者等、

犯罪被害者等、インターネットによる人権侵害、さまざまな人権課題

。第3章計画の推進

人権尊重の視点に立った行政の推進、計画の推進と進捗管理
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4 策定に向けた検討経過

平成27年9月

11月

12月

12月

平成28年 1月

2月

5 今後の予定等

第2回三重県人権施策審議会（たたき台）

第3回三重県人権施策審議会（中間案の検討1
環境生活農林水産常任委員会（中間案の報告）

パブVックコメントの実施

第4回三重県人権施策審議会（最終案の検討）

平成 28年3月中に第三次行動プランを策定し、ホームページへの掲載や冊子の配布

等を通じて公表するとともに、市町等へ周知を図ります。

平成 28年4月から、第三次行動プランおよび「みえ県民力ビ、ジョン・第ニ次行動計

画Jに沿って、県民、企業、住民組織・ NPO等の団体、園、市町等と連携・協働を図

りながら、人権が尊重される社会の実現に向けて施策を推進していきます。
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四1
中間案に対するパブリックコメントの概要と対応状況

1 パブリックコメント（県民への意見募集）の結果
実施期間 平成27年12月15日から平成28年1月13日まで

意見提出人数等 19名、9団体

意見件数 76件（個人37件、団体39件）

提出方法 I／電子ぷ刊D＇..＞二l三万安否男氏i訟三郵送；：s1l',J三ミi'I:買が訴さl
I 21 I 6 I 1 I 2s I 

〈〉意見の反映状況

①修正する

②既に含まれている意見・質問

③今後の取組に反映・参考とするもの

④反映することカ湾住しいもの

⑤その他（①～④に該当しないもの）

合計

四
一
一
四
一
回
一

9

一1
一一泊

〈〉意見の種類と件数

全体に関する意見 1 1 

「人権が尊重されるまちづくり」に関する意見 3 3 

「人権啓発の推進」に関する意見 9 6 3 

「人権教育の推進」に関する意見 10 5 5 

「相談体制の充実」に関する意見 11 5 6 

「さまざまな人権侵害への対応」に関する意見 8 2 6 

「同和問題」に関する意見 1 1 

「子ども」に関する意見 12 5 7 

「障がい者」に関する意見 1 1 

「高齢者」に関する意見 2 2 

「外国人」に関する意見 9 5 4 

「患者等」に関する意見 1 1 

「さまざまな人権課題」に関する意見 8 4 4 

fヨ. 言十 76 37 39 
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第三次人権が尊重される三重をつくる行動プラン（中間案）からの主な変更点

パブリックコメントで寄せられた意見を反映した20件のうち、主なものは下表のとおりです。

番号 区 分 頁 意見の概要 意見の取り扱い

f人権問題に関する二重県民意識調査Jで 「また、『最近5年間で、県や市町が主

は「あなたは最近5年間で、県や市町など 催する講演会や研修会に一度も参加
が主催する人権に関する講演会や研修会 したことがない』と回答した人の割合が

に参加したことがありますかロ」という設問に 77.8%となっていることから、 Jを追記し
人権啓発 8 対して「一度も参加したことがない」が実に ました。

77.8%もいたことが、最大の問題点であっ

た。このことは、人権啓発の推進を考える上

では、表記するべきだと思います。

「今後、より多くの県民がより高い人権感覚 「今後、より多くの県民がより高い人権
を養っていくために、……」について、「より 感覚を持つためJに修正しましたロ

2 人権啓発 8 高い人権感覚を持つため」とすべきだと思
います。

「『人権教育推進計画』の不断の見直しを 「『人権教育推進計調』について、子ど
進め・・・」と表現してあるが、見直しの視点 もや保護者、地域の状況などをふまえ
が替かれていません。「子ともや地域の実 た見直しを図り」と修正しましたロ

3 人権教育 11 態をふまえた見直しを図り」、「社会の変化
に対応した」等、見直しの視点を明記すベ
きだと思います。

加害児童生徒も、その背景には何かしらの いじめは決して許されるものではなく、
不満であったり、欝綴があったりと、配慮す 加害児童量生徒への指導は不可欠で
ベき児章生徒の一人ではないかと思いま す。一方、加害児童生徒が抱える背景
す。 等にも目を向けることも重要であること

4 子ども 23 
すべての子どもの人権を尊重するという観 から、「加害児童生徒への適切な指導
点から、加害児童量生徒へのケアも重要であ 及び支援」と修正しました。
り、加害児童量生徒への「適切な指導」ではな
く、「適切な支援」とすべきだと思います。

4月1日からf陣容者差別解消法」が施行さ f隊害者差別解消法Jに基づく県の取

れることに伴い、三議県としてどのような具 組の加筆など、より具体的な表記に修
5 障がい者 30 体的施策を考えているのかを明記すべきだ 正しましたロ

と思いますロ
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第三次人権が尊重される三重をつくる行動プラン（最終案）の概要

。乙紙ロh
HA

川
ド
｜
｜

c...> 
巳£コ

第1章基本的な考え方 第2章施策わ濁別の聯立方向I／議 、 ，，偽

φ策定の経緯 施草草分野l「人権カ増量されるまちづくり」
／ 

「人権が尊重される三重をつくる条例Jに基づき、 2006（平成18）年3月に改定、 施草草分野2「人権意識の高揚」

した「三重県人権加策基本方針（第一次改白Jを抱隼していくため、「第二次人権 人権啓発の推進、人権教育の推進

が尊重される三重をつくる行動プラン」を策定し、人権施主誌を総合的に推進してき 施草草分野3「人権擁護と救済J

ました。 相談体制の充実泊さまざまな人権侵害への対応

「三重県人権施策基本方針（第二次改白」への変更に伴い、同基本方針に基づ 施勝士野4「人権課題j

く具体的な職Eを進めるための「第三次人樹海題される三重をつくる行動プラ 同和問題、子ども、女性、障がい者、高齢者、外国人、患者等 t患者

ン」を策定することとします。 の4訴lj、mv感染者・エイズ患者、ハンセン病元患者、期再患占等）、犯罪被害
＼ 者等、インターネットによる人権侵害、さまざまな人；権課題（アイヌ

の人びと、刑を終えた人・保護観察中の人等、災害と人権、性的マイノリティの
φ基本方針の基本車念 人びと、貧困等に係る人権i礎E、ホームレス、北朝鮮当局による挫致問題等等）

めざす可士会

「翻ljのない、人枕カ立尊重される、明るく住みよい社会」
第3章計画の推進

l、
ll議

基本1里念
--L了』

・人権尊重の視sに立った行政の推進

「公平な機会刺呆障され、自立した生活古河童保される担会の知見 －尉子政のあらゆる分野において人権尊重の視点で施策を推進
「さまざまな文化や多樹主を認めあい、個人古t尊重される共生宇士会の男知 ・人権カ簿重される社会の莞見に関する施疎を積極的に推進

－県民、企業、住民訴轍・ NPO等の団体、園、市町と崩発・協i動
φ基本的な4見者
／ 

1 当事者への理解
、 φ計画の期間

差別や人権侵害を受ける当事者の立場に立った人権施主義の推進 ｜平成28年齢ら平成31年度までの4年間

2 パートナーシッフa ・甜ダ管理
さまざまな主体との連携・協力・協働

・人権施策を推進するための県事業を事業体系表に取りまとめ
3 適切な公的支援

・「年帰量告」の作成・報告・公表
人校施策の推進に参画するさまざまな主体への適切な支援

・プラン全体と3つの施策分野に目標項目と目標値を設定、
・三重県人権施潔審議会での調査・審議

、、 , 、
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3 第2次三重県男女共同参画基本計画第二期実施計画（最終案）に

ついて

1 策定の経緯

県では、第2次三重県男女共同参画基本計画（平成23～32年度） （以下、 「第

2次基本計画Jという。）に基づき、第一期実施計画（平成24～27年度）を策定

し、目標を定めて事業を実施することで、第2次基本計画の着実な推進を図って

きたところです。

平成28年3月に第一期実施計画が終了するため、第二期実施計画を策定します。

2 最終案の内容

第二期実施計画（最終案）の概要は毘雌l、第2次基本計画の体系は且嘩主、

詳細な内容は匝固のとおりです。

( 1 ）計画の期間

平成28年度から平成32年度までの5年間

( 2）構成

0第1章計画の策定にあたって

・計画策定の趣旨

・計画の概要

0第2章基本施策ごとの施策の方向、施策および実施事業

・基本計画におけるめざす姿

・第一期実施計画の総括と第二期実施計画での取組方針

．基本施策の指標

・施策の方向、目標、施策、事業内容等

O第3章計画の推進

－第一期実施計画の総括と第二期実施計画での取組方針

・施策の方向、施策、事業内容等

3 策定に向けた検討経過

平成27年12月 第2回三重県男女共同参画審議会（中間案の検討）

環境生活農林水産常任委員会（中間案の報告）

平成28年2月 第3回三重県男女共同参画審議会（最終案の検討）

4 今後の予定等

今月中に開催する三重県男女共同参画推進会議（庁内会議）において第二期実

施計画を決定し、ホームページへの掲載や冊子の配布等を通じて公表します。

平成28年4月からは、第二期実施計画や「みえ県民力ピジョン・第二次行動計

画」に沿って、市町や園、関係団体等と連携しながら、男女共同参画社会の実現

に向けた施策を推進していきます。
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第1章 第2次三重県男女共同参画基本計画第二期実施計画の策定にあたって（策定の趣旨や考え方について記載）
第2章基本施策ごとの施策の方向、施策および実施事業

（各基本施策について、＜基本施策＞ー＜施策の方向＞ーく具体的施策＞ー＜具体的事業＞の階層で体系的に整理し記載。
第3章計画の推進（8つの施策の方向ごとに事業内容等を記載）

※第2章および第3章では「第一期実施計画の総括と第二期実施計画での取組方針」を明らかにしています。

重点事項の推進



OJI］紙2)
第2次三重県男女共同参画基本計画の体系

（施策の方向）

1

2

3

4

5

6

 

爆の審滋会毒事委員への女性登用

県における女性職員等の登用

市町への働きかけ

事業者等への働きかけ

地域における男女共同参画への取組支援

ポジティブ・ 7'7シヨンの普及と女性の社会参画への支援

（基本施策）

I 政策・方針決定過程への男女共同参画
の推進

（回線）

男女共同参画について媒民の理解を深めるための広報・啓発の
充実

学校等における男女共同参画教育の推進

生涯を通じた学習機会の充実

事業者等に対する広報・啓発の充実

メディアへの対応

国際的な動きへの対応と活動支被

2

3

4

5

6

 

1 

II 男女共同参画！こ関する意識の普及と
教育の推進

廃隠の塙における男女共同参画意識の普及

男女の均等な機会と待遇の確保の推進

男女共同参画の視点に立った能力開発および能力発揮に対する
支援

雇用環境の整備や再就職への支援

仕事と生活の飼和（ワ－'J・ライフ・バランス）の普及と働き
方の見麗しの促進

守

t
o
ι
q
u

4 

5 

m-.1 雇用等の分野に
おける男女共同参
画の推進

m 働く培
！こおける
男女共同
参画の推
進

方針決定の場への男女共同参画の推進

経営能力や技術の向上支援

家族的経営における働きの評価と就業環境の整備

起業家等に対する支綴

噌目。
ι
q
u
n斗

m-n E量林水産業、商
工業等の自営業に
おける男女共同参
画の推進

t

，。，
h
q
u
n

－
T

家庭、地域、職場におけるバランスのとれた生活への支援

多様なニーズに対応した子育て支撮

介題を支援する環境の整備

地域活動における男女共同参画の促進

IV 家庭・地域における男女共同参画の
推進

生涯にわたる健康の管理・保持・増進の支援

性と生殖に闘する健康支慢の充実

自立のための生活支掻

ー目。
ι

。。

V-1 生涯を通じた男
女の健康と生活の
支嬢

関係機関の連携による支援体制等の整備

ドメスティツヴ・バイオレンス対策の推進

セヴシュアル・ハラスメン卜対策の推進

性犯罪、売寅春、ストーカ一対策等の推進

守

t

。，h
o
o
n峠

V-11 男女共同参画を
阻害する暴力等へ
の取組

v 心身の
健康支援
と性別に
基づく暴
力等への
取組

擦の推進体制の充実と率先実行

男女共同参画に関する実施計画の策定および施策評価の実施

男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集と提供

男女共同参画に関する相蹴・苦情への対応

市町との協働

県民、 Np O、各種団体、事業者、教育・研究機関等との連協

男女共同参画セン合一「フレンテみえ」の機能の充実

社会参画への支援の推進
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計画の推進
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4 三重県多文化共生社会づくり指針（最終案）について

「三重県多文化共生社会づくり指針」（以下、「指針」という。）については、「コ

重県多文化共生推進会議J（以下、「推進会議」という。）における検討や、中間案に

対する県民への意見募集の結果等をふまえ、記述内容の変更を行い、最終案を作成

しました。

1 パブリックコメントの実施

平成 27年 10月9日から平成 27年 11月9日までの聞に、中間案について意見

募集を行ったところ、 34件の意見が提出されました。

パブリックコメントの主な意見と対応状況は、 M盤上および且l盟三のとおりで

す。

2 最終案の内容

指針の最終案の概要は、型並立のとおりです。また、詳細については、匝E
のどおりです。

3 策定に向けた検討経過

平成 27年 1月 推進会議（指針の見直しに向けて意見交換）

5月 推進会議（骨子案の検討）

9月 推進会議（中間案の検討）

10月 環境生活農林水産常任委員会（中間案の報告）

10月～11月 パブリックコメントの実施

平成 28年 2月 推進会議（最終案の検討）

4 今後の予定等

平成 28年 3月中に指針を策定し、ホームベージ等を通じて公表するとともに、

市町および関係団体へも周知を行います。

また、平成 28年 4月からは本指針と「みえ県民カピジョン・第二次行動計画」

に沿って、 Np O、経済団体、行政等のさまざまな主体と連携して多文化共生社

会づくり施策の取組を進めていきます。
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パブリックコメントの概要と対応状況

1 意見募集期間

平成 27年 10月 9日（金）～平成 27年 11月 9日（月）

2 意見募集結果

( 1 ）意見数

l団体（企業） I 』 34件I o件｜

( 2 ）意見の反映状況

区 分

① 修正する

② 既に含まれている意見・質問

③ 今後の取組に反映・参考とするもの

④ 反映することが難しいもの

⑤ その他（①～④に該当しないもの）

合計
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監査E

数

0件

1件

1件

0件

3 2件

34件
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方
定
機
れ
用
応
が
い
の
応
、
て
を
緒
住
、

域
顔
会
、
人
一
が
し
住
と
の
指
習
こ
巡
対
す
て
題
対
論
つ
種
一
い
の

地
の
社
し
本

o
々
。
ず
材
そ

o
学
ロ
を
た
ま
し
線
な
勿
担
の
、
な
め

民
域
か
日
す
人
す
わ
人
す
涯
す
度
じ
き
ら
の
切
を
題
後
わ
た

に
ン
共
う
に
多
年
人
合
者
つ
生
族
い
会
と
見
く

年
ラ
化
よ
県
、
）
国
割
住
な
共
民
違
社
ま
と
偏
築

凶
プ
文
る
重
し
幻
外
い
永
に
化
ゃ
な
域
し
る
や
に

成
進
多
す
三
定
。
成
る
高
別
著
文
相
柑
的
地
と
す
別
緒

平
推
る
施
、
策
す
平
め
も
特
顕
多
国
化
、
の
震
差
一

、
生
け
実
て
を
ま
（
占
に
・
は
、
、
文
で
も
尊
、
を

は
共
お
に
け
針
い
日
に
的
者
向
は
で
の
と
す
を
く
会
す

て
化
に
的
受
指
で
初
口
国
住
傾
て
中
い
も
指
化
づ
社
ま

い
文
域
合
を
進
ん
、
人
全
定
住
い
の
互
の
を
文
基
域
い

つ
多
地
総
れ
推
組
は
総
、
・
定
お
展
、
係
会
の
に
地
て

に
る
、
っ
こ
化
り
数
内
で
者
で
に
進
が
関
社
い
械
、
し

進
け
て
か
。
際
取
民
間
蹄
%
住
%
針
の
と
な
る
互
意
で
と

推
お
い
的
す
国
に
住
、
お
永
花
指
化
び
等
い
お
権
と
と

の
に
お
画
ま
県
進
入
人
止
、
約
る
ル
人
対
て
、
人
も
こ

生
域
に
計
い
震
推
国
お
は
内
て
す
パ
る
、
い
め
い
の
す

共
地
」
を
て
三
の
外
J
合
の
せ
ロ
定
一
な
い
築
定
し
境
ざ

化
「
て
進
れ
も
生
の
但
劉
そ
わ
す
策
ロ
具
合
に
と
正
環
め

文
省
い
推
さ
て
共
内
は
の
。
合
ま
回
グ
の
め
緒
J

、
い
を

多
務
つ
の
知
い
化
県
に
民
す
は
い
今
「
ど
認
一
。
に
な
と

総
に
生
通
お
文
末
住
で
等
て
を
な
を
を
す
も
の
こ

ア
立
え
で
て
で
現
帯
で
外
グ
ネ
な
内

イ
目
捉
心
つ
会
実
携
う
。
に
。
き
国

デ
が
に
関
知
社
。
は
・
ど
ね
う
す
で
は

メ
等
プ
無
と
ル
か
生
ニ
は
す
よ
ま
生
で

、
人
イ
て
だ
パ
す
共
ピ
関
で
の
い
共
会

り
本
テ
し
要
一
で
、
ン
機
れ
カ
が
、
社

あ
日
ジ
対
必
ロ
会
り
コ
府
ま
リ
等
ば
ル

つ
る
ポ
に
で
グ
社
限
。
政
、
メ
師
れ
パ

っ
す
を
在
場
。
た
い
す
、
は
ア
医
け
｝

り
求
ら
存
工
か
れ
無
ま
し
員
。
ゃ
な
ロ

減
要
れ
の
に
す
さ
が
い
か
務
す
官
し
グ

は
を
そ
人
特
ま
成
カ
て
し
公
で
警
も
る

別
止
、
国
が
り
構
努
つ
。
、
訳
の
何
見

差
禁
し
外
在
あ
に
の
や
す
は
翻
人
。
夢

や
入
か
は
存
は
々
て
を
ま
師
・
国
す
。

題
出
し
人
の
生
別
け
事
い
医
訳
外
ま
す

聞
の
。
本
人
共
れ
向
き
て
。
通
。
い
で

の
へ
す
日
園
、
ぞ
に
ペ
い
か
は
い
て
ま

問
所
ま
、
外
し
れ
等
る
働
す
ど
さ
し
ま
。

の
場
い
は
。
か
そ
平
や
が
ま
ん
だ
生
の
す

人
の
て
で
す
し
が
や
の
人
い
と
く
共
会
で

本
定
つ
在
ま
。
化
生
府
国
は
ほ
て
と
社
ま

日
特
な
現
い
す
文
共
政
外
官
の
見
人
た
ま

と
や
く
。
恩
ま
う
の
が
で
警
事
を
国
れ
た

人
放
な
か
と
い
違
と
業
一
の
仕
国
外
さ
れ

国
追
少
う
い
恩
も
人
企
パ
人
る
た
や
成
か

外
の
は
よ
な
と
と
因
。
一
国
す
し
人
構
引

は
人
ス
し
い
だ
れ
外
ん
ス
外
当
化
の
で
を

で
国
一
で
て
ら
そ
に
せ
・
。
担
ル
プ
化
線

年
外
子
宮
し
か
ロ
本
ま
店
う
が
パ
イ
文
界

近
も
ニ
ペ
に
る
か
日
き
売
よ
人
｝
テ
多
境

で
つ
る
気
い
す
で
販
し
国
ロ
イ
い
で
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多文化共生社会反対です。日本人より、外国人のほうが大事ですか。
今まで守ってきた日本の文化を外国の文化で消し去るつもりですか。外
国人に日本に来るなとは言いません回郷に入っては郷に従えとあるよう
に、日本の文化になじんでいただく努力をしたほうが良いと思います。

に
ン
共
う
に
多
年
人
合
者
つ
生
族
い
会
と
見
く
盤
葉
制
せ

年
ラ
化
よ
県
、
）
園
都
住
な
共
民
連
社
ま
と
偏
築
基
雷
、
ま

叩
凶
プ
文
る
重
し
幻
外
い
永
に
化
ゃ
な
域
し
る
や
に
「
、
り
り

成
進
多
す
三
定
。
成
る
高
別
審
文
籍
的
地
と
す
別
緒
す
は
あ
あ

平
推
る
施
、
策
す
平
め
も
特
顕
多
固
化
し
の
重
差
一
ま
J
で
は

、
生
け
実
て
を
ま
（
占
に
・
は
、
、
文
で
も
尊
、
を
。
い
援
応
で

は
共
お
に
け
針
い
日
に
的
者
向
は
で
の
と
す
を
く
会
す
て
支
対
旨

て
化
に
的
受
指
で
初
日
国
住
傾
て
中
い
も
指
化
づ
社
ま
し
の
の
趣

い
文
域
合
を
進
ん
、
人
全
定
住
い
の
互
の
を
文
基
域
い
載
へ
へ
る

つ
多
地
総
れ
推
組
は
総
＼
定
お
展
、
係
会
の
に
地
て
記
活
題
す

に
る
、
っ
こ
化
り
数
内
で
者
で
に
進
が
関
社
い
械
、
し
に
生
課
過

進
け
て
か
。
際
取
民
県
%
住
%
針
の
と
な
る
互
意
で
と
翠
な
る
優

推
お
い
的
す
固
に
住
、
お
永
花
指
化
び
等
い
お
権
と
と
直
心
じ
を

の
に
お
画
ま
県
進
人
人

Z

、
約
る
ル
人
対
て
、
人
も
こ
第
安
生
民

生
械
に
計
い
重
推
国
お
は
内
て
す
バ
る
、
い
め
い
の
す
び
で
ら
住

共
却

J
を
て
三
の
外
戸
川
合
の
せ
。
定
｝
な
い
築
定
し
境
ざ
及
全
か
人

化
「
て
進
れ
も
生
の
H
U
剣
そ
わ
す
策
ロ
具
合
に
と
正
深
め
翠
安
等
国

文
省
い
推
さ
て
共
内
は
の
ロ
合
ま
回
グ
の
め
緒
J

、
い
を

E
る
題
外

多
務
つ
の
知
い
化
県
に
民
す
は
い
今
「
ど
認
一
。
に
な
と
第
な
問
上

｜
憐
ほ
他
国
防
は
i
末
住
で
等

k
l陪
悼
怜
悼
す
も
の
こ
と
の
皮
ん

す

て

マ

に

で

県

に

る

皆

目

ろ

る

ま

決

ま

消

活

金

と

ベ

か

し

ょ

と

と

し

に

聞

と

で

易

れ

、

く

と

お

れ

し

、

は

解

生

税

こ

る

国

決

る

だ

題

織

実

人

こ

中

安

わ

て

全

つ

は

さ

致

り

と

ら

の

、

な

せ

他

て

な

課

認

確

の

く

の

。

言

め

。

り

ど

活

わ

い

あ

こ

な

外

に

駄

わ

る

つ

く

か

な

と

で

方

い

そ

か

と

含

す

よ

に

生

惑

願

で

る

け

以

為

無

念

い

と

す

要

る

代

地

て

、

う

い

も

ま

と

県

の

に

お

為

れ

だ

業

の

も

に

て

に

や

重

い

時

々

し

り

よ

な

）

い

も

重

々

。

名

う

ロ

の

さ

数

就

其

て

候

し

県

し

し

代

て

く

我

を

あ

し

り

助

願

は

三

日

す

美

よ

す

動

有

頭

、

。

し

気

加

重

業

て

地

れ

い

し

持

で

で

足

補

に

い

、

ず

で

う

す

ま

活

共

、

た

か

と

、

増

三

就

レ

各

ら

で

力

維

化

い

が

・

切

遊

園

わ

怖

い

ま

し

済

等

は

ま

す

た

習

年

、

と

し

め

え

ん

し

て

ル

無

手

普

と

の

本

間

恐

と

き

致

経

線

足

、

で

れ

風

近

て

つ

ろ

含

捉

進

。

し

一

は

き

改

い

識

日

を

に

生

頂

い

、

常

不

聞

い

さ

、

，

つ

も

よ

も

て

が

う

を

モ

で

働

の

た

意

が

夜

当

共

て

願

は

、

手

時

無

消

百

七

と

、

て

。

加

し

少

よ

理

ス

と

、

与

き

罪

逮

中

本

化

つ

お

々

習

人

、

は

解

剖

ま

に

が

い

す

増

と

減

し

無

の

こ

く

給

頂

犯

人

目

。

文

守

く

方

恨

の

カ

で

が

の

い

本

人

頂
ま
の
題
口
で
を
会
く
な

L
て

o
な

o
ん

多

を

し

る

、

ず

労

の

足

本

恩

日

本

て

し

罪

課

人

題

模

社

い

は

蛾

え

す

う

す

せ

。

民

ろ

れ

化

え

の

い

不

日

と

、

日

せ

致

犯

な

た

課

規

た

て

で

就

考

で

よ

ま

ま

す

県

よ

さ

文

敢

為

無

手

は

い

が

か

o

さ

対

は

的

ま

い

済

し

つ

の

（

を

対

の

し

れ

で

重

非

活

の

り

の

が

人

上

な

さ

う

い

川

え

反

題

家

、

な

経

ト

作

る

援

り

反

こ

と

ら

対

三

是

生

本

取

其

う

え

以

は

忍

ど

さ

考

に

開

国

会

れ

ゆ

ツ

を

す

支

く

は

。

つ

い

反

、

う

れ

日

ば

、

よ

例

す

と

残

ロ

下

と

体

民

も

社

き

濯

イ

境

と

の

づ

に

す

ぞ

て

に

民

よ

さ

て

え

が

め

ば

ら

こ

と

ん

で

援

自

移

で

化

い

現

フ

環

う

へ

会

援

ま

と

い

対

国

る

業

し

例

ん

埋

れ

募

る

さ

せ

し

支

針

、

国

齢

拭

、

へ

る

よ

体

社

支

い

う

歩

絶

本

あ

就

ま

o
せ
、
な
で
す
多
ま
築

民

指

ば

他

高

は

は

代

せ

せ

団

る

の

遺

思

も

は

日

で

て

、

す

ま

は

に

本

有

の

え

構

移

の

れ

。

の

足

の

時

ご

わ

る

け

へ

が

と

道

に

う

重

れ

有

ま

れ

間

関

と

日

共

罪

思

を

は

こ

み

す

後

不

な

の

過

合

え

動

逮

性

ら

ち

生

よ

三

ら

共

い

し

差

こ

o
を
犯
は
ム

針

は

に

ま

今

の

切

そ

に

に

支

て

人

民

た

お

共

い

の

来

を

恩

も

の

る

す

化

の

と

テ

指

私

的

い

。

に

一

大

、

か

聞

を

し

の

国

き

ち

化

な

本

に

化

と

か

で

れ

ま

文

々

物

ス

の

、

界

で

す

か

ワ

て

く

愛

で

者

先

国

は

て

お

文

の

日

本

文

い

る

所

わ

い

多

人

い

シ

こ

ば

世

つ

ま

確

パ

つ

な

が

民

齢

率

他

と

つ

、

多

と

o

日
て
無
れ
場
使
思
で
の
よ
な

れ

な

い

ン

と

は

民

移

高

が

本

入

か

こ

す

し

ず

さ

の

が

と

き

ら

て

う

今まで考えられなかった外国人による凶悪事件が続いていたり、日本
人自体が生活に困期しているなか、よくわからない国の人々を受け入
れ、守る必要がなぜあるのか。大変不安に感じますし、脅威すら覚えま
す。
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よh
ι口

1 外国人件医争取り揖〈理状

（且グローパノレ社会の進展と急速な砂子高齢化を受けての I I 2 めヌオベ者 f多主作品今！の醐竣朴会晶

多文化共生社会 iム司＼ I 
（到三重県の外国人住民 J v I 『文化的背景の異なる住民が、地塙社会を一緒に築いています」

日部7ト t~措掛のf音＂＇シ許商期間 ｜ 『地域課題の解決に、文化的背景の異なる人びとの共生から生まれる活力が生かされていますJ

（且三重県における国際化の推進と新たな指針の策定

(2l r三重県国際化推進指針（第一次改訂）Jの主な成果と残された課題

(3）新指針の計画期間

第E章一緒に築く地域社会をめざして

1 「多y作韮牛lの噛み砕やかすための視点

① 「違いを乗り越える」から「遮いを生かすjへの

発想の転遺品

② 「アクティプ・シチズン」としての社会への若手画

③互恵関係の構築

(1）外国人住民の意見を地域づくりに反映する仕組みの構築

(2）多文化共生担金づくりに必要な人材の育成

2 一緒に築〈抗境計会やめ芦しずの露関肯由

（且課題解決に向けた『多文化共生」がもっカの活用

(2)情報や学習機会の量供

ω基盤となる安全で安心な生活への支援

(4)展開に不可欠なさまざまな主体との連携

2. 1 外国人住民への多様な情報提供

(1）多言語での情報提供

(2）地域で活闘する外国人住民の情報の発信

2.2 文化の違いや多様性を学び合う機会の提供

( 1）文化的理解も吉めた日本語学習の支援

(2）多文化共生の啓発

(3）やさしい日本語の研修・啓発による普及

(4）国際交流の機会を通じた国際理解の促進

2. 3 多言語による地域の魅力の発信

(1）文化町通訳を古めた情報の発信

(2）地壌の新たな魅力の発掘

国、県内市町、他都道府県、大生企業、各種団体等との連携

より広域的かつ橋広い分野での連携の拡充・強化

3 推進に向けでの評価J，持評

（且目標崎町設定による進捗管理

ω三重県多文化共生推進会織による毎年の評価と検証

( 1）外国人住民に対する生活支援

(2）外国人児童生徒数育の推進

jjlj紙3
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5 交通安全対策の推進について

1 第 10次三重県交通安全計画（中間案）について

( 1 ）作成の趣旨

都道府県交通安全計画は、国の交通安全基本計画に基づき、都道府県の区域における

陸上交通の安全に関する総合的かっ長期的な施策の大綱等について定めるもので、法律

によりその作成が義務付けられています。【交通安全対策基本法第25条第1項］

「第9次三重県交通安全計画」（以下、「第9次計画Jという。）の計画期聞が平成 27

年度で終了することから、現在作成中の国の「第 10次交通安全樹立計画（計画期間・

平成 28～32年度）」を勘案しつつ、「第 10次三重県交通安全計画」（以下、「第 10次計

画」という。）の作成を進めています。

( 2）中間案の内容

①計画の期間

平成28年度から平成32年度までの5年間

②計画の概要

計画の中間案の概要は、毘鑑工のとおりです。

また、詳細につし

計画作成にあたつては、第9次計画の成果と課題をふまえ、経済社会情勢、交通

情勢の変化等に対応した、より効果的な対策への改善、新たな対策の推進を盛り込

みます。

また、第 10次計画における特に注力すべき交通安全対策として、

ア） 子どもと高齢者の交通事故防止

イ） 交通弱者（歩行者・自転車）の交通事故防止

ウ） 蜘箆運転の根絶

エ） シ｝トベノレト・チャイルドシートの着用徹底

を掲げ、ソフト、ハード両面から対策を推進していきます。

③数値目標の設定

ア）道路交通の安全

O交通事故の状況

第9次計画において、「交通事故死者数を平成27年までに75人以下とする」と

数値目標を設定し、各般の交通安全対策を鋭意推進した結果、交通事故による死

者数は平成 23年から 3年連続して 100人を切り、平成 25年には 94人と、昭和

29年の統計を取り始めて以来過去最少を更新しました。平成 26年は 112人に増

加しましたが、平成 27年は再び過去最少の 87人に減少したものの、死者数 75

人以下の目標は達成できず、また、 65歳以上の高齢者の死者数が全体の59.8%を

占めるなど、依然厳しい状況です。
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0道路交通における目標

交通事故による死傷者数を限りなくゼロに近づけ、県民を交通事故の脅威から

守ることが究極の目標ですが、過去の実績等を勘案し、国よりも高い目標を掲げ、

平成32年までに交通事故死者数を55人以下、死傷者数を7,300人以下としま吹＝

イ）鉄道交通の安全

O鉄道事故の状況

鉄道における運転事故は、全国的に見ると長期的には減少、傾向にありますが、

近年ほぽ横ばいの傾向にあり、平成23年度から平成26年度までの問、三重県内

の鉄道事故における乗客の死者はありませんでした。

0鉄道交通における目標

乗客の死者数ゼ、ロを目指します。

ウ）踏切道における交通の安全

O踏切率故の状況

踏切事故は、全国的に見ると長期的には減少傾向にありますが、県内における

踏切事故の件数、死傷者数、死者数については、ほぽ横ばい傾向で推移しており、

平成26年度は死亡者2人まで減少しました。

0踏切道における目標

平成32年度までに踏切事故件数を平成27年度と比較して約1割削減すること

を目指します。

(3）作成に向けた検討経過

交通安全対策基本法第 16条に基づき設置している三重県交通安全対策会議において、

交通安全計画の作成などを行います。

平成27年 12月 平成27年度第1回三重県交通安全対策会議幹事会

（素案等の検討）

平成27年度第2回三重県交通安全対策会議（素案等の検討）

平成28年1月 素案について、市町・関係団体へ意見照会

(4）今後の予定

平成28年3月～4月

5月

6月

7月

第2回三重県交通安全対策会議幹事会（中間案等の検討）

パブ、リック・コメントの実施

平成28年度第1回三重県交通安全対策会議幹事会

（最終案の検討）

環境生活農林水産常任委員会（最終案の報告）

平成28年度第1回三重県交通安全対策会議において決定
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ゼロ

2 第2次三重県飲酒運転0をめざす基本計画（中間案）について

( 1 ）作成の経緯

平成25年6月に制定した「三重県飲酒運転0をめざす条例」（以下、「条例」という。）
ゼロ

第6条に基づき、平成26年3月に「三重県飲酒運転0をめざす基本計画」（以下、「第

1次基本計画」としづ。）を作成し、第9次計画と最終年を合わせ平成27年度までの

2年間の計画で、県、県民等が一体となって協力し飲酒運転を娘絶するための取組を

行ってきたところです。

第1次計画の計画期聞が平成27年度で終了することから、これまでの成果と課題を
セロ

ふまえ、現在作成中の第 10次計画との整合を図りつつ「第2次三重県飲酒運転0を

めぎす基本計画」（以下、「第2次基本計画」という。）の作成を進めています。

( 2）中間案の内容

①計画の期間

平成28年度から平成32年度までの5年間

②計画の概要

計画の中間案の概要は、 E血_g_のとおりです。

また、詳細については、匝Eヨのとおりです。

平成26年度からの第1次基本計画に基づく各種開丑を推進した結果、平成27年の

飲酒運転事故件数は、 44件となり、目標である43件は達成できませんでしたが、平

成26年から 2年間で30.2%減少させることができました。一方、飲酒運転取締り件

数は増加しており、依然として飲酒運転が後を絶たない状況です。

このため、第2次基本計画においても、引き続き規範意識の定着のための教育及

び知識の普及や再発防止のためのアノレコーパ棋存症に関する戚祖を効果的に推進し

ていきます。

(3）作成に向けた検討経過

交通安全対策基本法第16条に基づき設置している三重県交通安全対策会議において、

第10次計画とあわせて作成します。
ゼロ

なお、作成作業は「三重県交通対策協議会樹酉運転0部会」で行います。

平成27年 12月 平成27年度第4回三重県交通対策協議会飲酒運転0部会

平成28年 1月

2月

（素案の検討）

平成27年度第2回三重県交通安全対策会議（素案の検討）

素案について、市町・関係団体へ意見照会

平成27年度第5回三重県交通対策協議会飲酒運転0部会

（中間案の検討）
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(4）今後の予定

平成28年3月～4月

5月

6月

7月

パブリック・コメントの実施

平成28年度第1回三重県交通対策協議会飲酒運転0部会

（最終案の検討）

環境生活農林水産常任委員会（最終案の報告）

平成28年度第1回三重県交通安全対策会議において決定
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『第10次三重県交通安全計画（中間案）』の概要

i《陸上交通時的：；言葉通事的主i常務事事場事厳重要量雪辱数君主ミ；ω←
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・交通事故の防止は、圏、県、市町、関係団体等だけでなく、県民一人ひとりが全力をあ

げて取り組むべき緊急かつ重要な課題。

『＇r 20 ooo 道路交通事故による死者数及び死傷者数

・交通安全対策基本法第25条第1項の規定に基づく陸上交通の安全に関する施策の
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【第一】飲酒運転の現状と課題
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【第二】基本方針と推進体制

。計 画期間 5年間（平成28年度～平成32年度）

基本目標 飲酒運転による人身事故件数

(H32年－HS件以下）
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仁王王コ
飲酒運転再発防止のための措置
O 飲酒運転違反者に対する再発防止のための教宵及び啓発活動
の推進

仁王宝コ
飲酒運転違反者の受診義務とアルコール依存症及びその疑い

のある者への対策
O 飲酒運転違反者のアルコール依存症に関する受静義務底行の
促進、アルコール関連問題の知識の普及・啓発活動の推進

日三:=J
計画の推進
0 県及び三重県支通対簾協議会による推進体制の確立・連接

ヲ蛾事E号

基本誌斑の活動目標
ハンドルキーパー推進店等の指定等
（年間1,000店以上）
(H32年度→10,4田店【事業所】）

基本施策の活動目標
飲酒運転防止にかかる支通安全教育実
施率（教科文f;l:特別活動等）
(H32年度→毎年100%実施）

基本施策の活動目標
吾種支適安全講習等における飲酒運転
防止教宵由実施率
(H32年度→毎年1田帖実施）

条例施行後は、飲酒運転による人身事故件数は年々減少していますが、平成26年

目標値（53件以下）と、平成27年目標値（43件以下）は達成できませんでした。

また、飲酒運転違反者が増加しています。

医璽璽ヨ
未だに飲酒運転が後を絶たず、条例の基本方針である『規範意識の定着』『飲酒運

転の再発防止』について、関係機関・団体との連携を密にして、県民に対する飲酒運

転防止意識の普及徹底を図る必要があります。

そのため、第2次飲酒運転0（ゼロ）をめざす基本計画を策定し、飲酒運転根絶対策

を推進させることにより、飲酒運転0（ぜロ）の三重県をめざします。

【第三】基本施策

E玄三1'21 飲酒運転防止のための取組
(1）飲酒運転防止意載の普及徹底

【新1・飲酒運転口（ゼロ）宜言事業所の認柾・公表などの自主的な取組の推進・検討
(2）広報啓発活動の推進
(3）事業所による取組

－すベての事業者における取組
【新】飲沼運転0（ぜ口）室宮等への積極的な取組

医E主エヨ 教育機関等による教育
(1）段階的かつ体系的な飲酒運転防止教育の推進
(2）運転免許を取得する若年者に対する飲，酉運転防止教育の推進

[I2三王コ 欽酒運転の再発防止のための措置
(1）飲酒運転の再発防止に関する普及啓発活動
(2）飲酒運転の再発防止のための運転者教育の推進

[I2三:El 飲酒運転遼反者の受診義務とアルコール依存症及びその疑F扇面事者へ
の対策

(1）飲酒運転違反者のアルコール依存症に関する受診義務
(2）アルコール依存症の早期発見、早期受診のための取組

【新1・アルコール健康障害対策基本法に基づく「三重県アルコール健康障害対策推進
計画（仮称）」の箆定と連携

【新】・「飲酒運転口（ぜロ）をめざす条例に保る飲酒運転違反者への診療マニユ71レ」の
作成・活用一－E歪三三ヨ 総合的かっ計E霊的に施箆を推進するためのしくみづくり

(1）県内吾関係接関・団体による県民総ぐるみの運動の推進
(2）相政体制の確立
(3）情報提供
(4）飲酒運転口｛ゼロ）をめざす推進運動白日（毎年12月1日）
(5）表彰
(6）報告

日
同
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6 次期生活排水処理アクションプログラム（中間案）について

1 生活排水処理アクションプログラム策定の趣旨

より快適な生活環境と健全な水環境の維持のため、生活排水処理アクションプ

ログラム（三重県生活排水処理施設整備計画）（以下、「整備計画Jという。）を

策定し、生活排水処理施設の整備を計画的かつ効率的に推進させることで生活排

水処理施設の整備率向上に取り組んできました。

今回、現行整備計画が目標年度（平成 27年度）を迎え、計画上の整備率を達

成する見込みですが、本県では引き続き生活排水処理施設の整備促進が重要であ

るため、人口減少や厳しい財政事情といった社会、経済情勢の変化をふまえ、国

土交通省、農・林水産省、環境省の 3省が策定した「持続的な汚水処理システム構

築に向けた都道府県構想、策定マニュアルJに基づき次期整備計画を策定します。

2 現行整備計画の成果の検証、課題の分析

( 1 ）主な成果

生活排水処理施設の整備率は、現行整備計画の基準年度（平成 17年度末）で

は67.9%でしたが、平成26年度末には 81.5%と年平均 1ポイント以上向上して

おり、平成 27年度目標値（82.2%）は達成する見込みです。

(2）主な課題

本県では、未普及人口の解消のために、県と市町が協力して生活排水処理施設

の整備を進めており、生活排水処理施設の整備率は着実に向上しているものの、

全国平均（89.5%）に比べると依然として低く、引き続き整備促進を行う必要が

あります。また、既整備施設の老朽化や人口減少等に対応するために、今まで以

上に生活排水処理施設の運営管理や事業経営の効率化を図る必要があります。

3 中間案の内容

整備計画の策定にあたり、庁内に「生活排水対策連絡調整会議J（環境生活部、

農林水産部、県土整備部）を設置し、市町と協議しながら整備計画の中間案をと

りまとめました。詳細については亘困のとおりです。

( 1 ) 目標年次と計画期間

中期目標年度・平成 37年度末［平成28年4月～平成38年3月 (10年間）l 
長期目標年度平成47年度末［平成28年4月～平成48年3月（20年間）l 

(2) 施策概要

生活排水処理施設の整備並びに増大する施設ストックの持続的かっ効率的

な運営管理について、県と市町が協力して計画的かっ効率的に実施し、次の目

標の達成を目指します。（墨参照）

①生活排水処理施設整備率：平成37年度末（中期目標年度） 92. 3% 

平成47年度末（長期目標年度） 97. 6% 

②生活排水処理施設の改築・更新及び運営管理が適切かっ計画的に進むよう、

関係市町に情報提供や助言などを行います。
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4 今後の予定

平成 28年 3月～4月

平成 28年 6月

平成 28年 6月末

パブリックコメントの実施

環境生活農林水産常任委員会（最終案の報告）

次期整備計画の公表

（参考）県将来人口 I I, 852, 035 （実絞）

1）整備率に関しては、四捨五入の関係で各数値の和が合計欄の数値と合わなし、場合があります。

2）平成26年度末の生活排水処濯施設整備率（合計及び浄化槽）は、今回の生活排水処理アクョ

三プログラムの策定にあわせて、市町が整備率を再精査したものです。

3）県将来人口は、各市町が今回の生活排水処理アクションプログラムの策定のために予測した

将来人口を集計したものです。
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